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第４期　日本一の健康長寿県構想
進捗管理 シート（全体版）

参考資料２

日本一 の健康長寿県構想　
県民の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに安心して暮らし続けられるために



 

（３）医療・介護・福祉インフラの確保 

・地域医療構想の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.26） 

・救急医療の確保・充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.27） 

・地域ニーズに応じた介護サービス提供の体制づくり（再掲）・・（p.15）
 

（４）医療・介護・福祉人材の確保

・医師の育成支援・人材確保施策の推進・・・・・・・・・・・・（p.28） 

・総合診療専門医及び臨床研究医の養成・・・・・・・・・・・・（p.28） 

・看護職員の確保対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.29） 

・薬剤師確保対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.30） 

・歯科衛生士確保対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.31） 

・福祉・介護人材の確保対策の推進・・・・・・・・・・・・・・（p.32） 
 

 

（１）高知版ネウボラの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.33） 

・妊娠期から子育て期までの切れ目のない総合的な支援〈全体〉・（p.33） 

・妊娠期から乳幼児期の支援体制の強化・・・・・・・・・・・・（p.34） 

・発達障害児を社会全体で見守り育てる地域づくり・・・・・・・（p.35）
 

（２）厳しい環境にある子どもたちへの支援 
・児童虐待防止対策の推進～高知版ネウボラとの連動した取組～・（p.37） 

・就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の

 充実・強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.39） 
・少年非行防止対策の推進（高知家の子ども見守りプラン）・・・（p.45） 

・社会的養育の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.46） 

・ひとり親家庭への支援の充実・・・・・・・・・・・・・・・・（p.47）

 

 日本一の健康長寿県構想におけるデジタル化の推進・・・・・・（p.48）

 

（１）健康づくりと疾病予防 
・子どもの頃からの健康づくりの推進・・・・・・・・・・・・（p.1） 
・高知家健康パスポート事業による県民の健康づくり・・・・・（p.2） 
・高知家健康づくり支援薬局による県民の健康づくり・・・・・（p.3） 
・生活習慣病予防に向けたポピュレーションアプローチの強化・（p.4） 
・フレイル予防の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.5） 
 

（２）疾病の早期発見・早期治療 
・がん検診受診率の向上対策の推進・・・・・・・・・・・・・（p.6） 
・特定健診受診率・特定保健指導実施率の向上対策の推進・・・（p.7） 
・血管病重症化予防対策の推進（糖尿病性腎症対策）・・・・・（p.8） 
・血管病重症化予防対策の推進（循環器病対策）・・・・・・・（p.9） 
  

（１）高知版地域包括ケアシステムの構築・・・・・・・・・・（p.10） 
・あったかふれあいセンターの整備と機能強化・・・・・・・・（p.11） 
・在宅療養体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.12）
  在宅医療の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.13） 
  訪問看護サービスの充実・・・・・・・・・・・・・・・・（p.14） 
  地域ニーズに応じた介護サービス提供の体制づくり・・・・（p.15）
  在宅歯科医療の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.16） 
  在宅患者への服薬支援の推進・・・・・・・・・・・・・・（p.17）
  医薬品の適正使用等の推進・・・・・・・・・・・・・・・（p.18） 
・総合的な認知症施策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・（p.19） 
 

（２）障害などにより支援を要する人がいきいきと暮らせる
   環境づくり  
・障害の特性等に応じた切れ目のないサービス提供体制の整備・（p.20）
・障害の特性等に応じて安心して働ける体制の整備・・・・・・（p.21）
・ひきこもりの人への支援の充実・・・・・・・・・・・・・・（p.23）
・自殺予防対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.24） 
・依存症対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（p.25）

Ⅲ 子どもたちを守り育てる環境づくり 
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Ⅰ 健康寿命の延伸に向けた意識醸成と行動変容の促進

Ⅱ 地域で支え合う医療・介護・福祉サービス提供体制の確立
  とネットワークの強化 



第４期日本一の健康長寿県構想Ver.2
　令和３年度　PDCAシート【年間計画（Ｐ）】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　子どもの頃からの健康づくりの推進

目標値 子どもの頃からの健康な生活習慣が実践される
目標値：副読本を活用した健康教育の実施率100％、ヘルスメイトによる食育講座の実施100回/年

現状

・朝食を毎日食べる子どもの割合（R1年度）　小5　男80.4％　女81.2％（全国　男82.2％　女82.3％）
・副読本活用率（R3.3月末）　小学校・中学校・高校ともに100%活用できている。小学校189校・中学校116校・高校61校
・食育講座（R2年度）　実施校 小学校37校・中学校6校、実施数67回（小学校57回　中学校9回　高校1回）　
・食育イベント(R2年度）実施回数39回

課題

・副読本を活用した健康教育の実施率100％を維持し、活用状況についてもより詳細に確認し、効果的な教育の展開

・自らや友達同士で生活習慣の課題に気付くことで、保健行動の実践を促すことを目的とした副読本を活用した中学校・高等学校で
の健康教育の充実
・健康教育の推進には学校、家庭、地域が連携した取組が必要で、地域住民などの協力を得た取組をさらに広げる必要がある。

今年度の目標
・小学校関係者対象の研修会における副読本による教育指導方法の徹底
・食育講座全市町村で100回以上、食育イベント全市町村で1回以上
・地区組織が参加する場で「食生活実態調査に基づく高知県版健康教育手法」の学習会と朝食欠食課題校での健康教育の実践

【構想冊子p.19】

シートNO Ⅰ－ １ 第１回推進会議

作成課・担当
保健体育課・長谷川
健康長寿政策課・藤原　箭野

月 令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ①学校における健康教育 ②ヘルスメイトによる健康教育 ③食育推進事業

区分 健康教育の実施 食育を通じた健康教育と家庭への波及 課題校での朝食の大切さや将来
に向けた健康教育の実施

4月

5月

6月

7月 　　　　　　　　　　　　

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

校長会、市町村教育委員会、学校関係機関へ今年度の取組周知（通年）

副読本の
印刷・配布

（４～６月）

子どもの健康教育講師派遣事業の周知・実施
（通年）

副読本活用状況調査の実施
（中間：１０月末頃）

高知県健康づくり推進協議会

子ども支援専門部会（２月）

副読本活用状況調査の実施

（最終：２月）

副読本等健康教育教
材の印刷準備（３月）

副読本活用の周知と
活用方法の提示

（６月～２月　学校訪問等）

（議題）
・副読本の活用状況について
・食育を通じた健康教育の
  取組について

実施校の選定（４月～５月）

ヘルスメイト理事会との協議（4/13）

ヘルスメイトによる食育講座と
食育イベントの開始（６月～）

事業実施報告書の集計と事業効果
の分析（１１月～３月）

子どもの様子（態度・行動）や発言
（感想）をヘルスメイトが記録

↓
分析

ヘルスメイト理事会において事業の

進捗管理を確認（7/27）

ヘルスメイト理事会で次年度事業に

ついて協議（11月）

ヘルスメイト理事会で次年度事業に

ついて協議（３月）

食育連携推進協
議会（7/8）

食育連携推進協議会

・取り組み評価

食育講座教材内容の見直し

食育・学校給食推進研修会
（９月６日開催予定）

部会準備（12月～）
委員日程調整連絡、他課調整

・取り組み評価

健康教育実施校の選定

課題校での健康教育の実施
(９月～２月）

保健体育課と今年度実施に向
けて協議

R2モデル校での取組の共有

課
題
校
で
の
健
康
教
育
の
実
施

健康教育実施校へ訪問

ヘルスメイト研修会の場（中央西）で高知
県版健康教育の学習会

健康づくり団体研修会（須崎）の場で
高知県版健康教育の学習会

市町村教育委員会への依頼

健康教育・学校保健推進研修会
（11月29日開催予定）

結果分析（中間）
　ヘルスメイトが子どもの様子（態
度・行動）や発言（感想）を記録

評価・次年度計画

・高知県立大学
　健康栄養学部



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　高知家健康パスポート事業による県民の健康づくり

目標値

・健康パスポート取得者　36,030人（H30）→50,000人以上（R3）
・健康パスポート活用企業数　58社（H30）→160社（R3）
・日常生活における歩数
（20～64歳）男性6,387歩、女性6,277歩（H28）→男性9,000歩、女性8,500歩（R5）
（65歳以上）男性4,572歩、女性4,459歩（H28）→男性7,000歩、女性6,000歩（R5）

現状

・H30年度以降、全市町村で健康パスポートを活用したインセンティブ事業を実施
・パスポート取得者は47,729人（R3.3月末）で、目標どおりに増加しているが、コロナ禍により増加率の鈍化がみられる
（高知家健康サポーター(R3年度末時点で172人が活動中)の口コミによる健康パスポート取得者数：R3年度末時点で277人）
・男性の取得が女性に比べて少なく（男女比はおよそ１：２）、健康無関心層へ健康づくりを波及する仕組みが必要
・高知県ワークライフバランス推進企業「健康経営部門」の認証企業は150社（R3.4.1）であり、健康経営に取り組む
 事業所の拡大が必要（県内事業所数：約35,000事業所　うち法人は約17,000事業所）

課題

・無関心層（特に男性）への健康づくり波及のための仕組み作りが必要
・日常的な運動等の定着に向けたさらなる健康行動を促す仕組み作りが必要（H28時点の平均歩数は高知県が全国46位）　
・健康経営に取り組む事業所を支援するための仕組み作りが必要
・コロナ禍の影響等により健康づくりの取り組みを停滞させないような新生活様式への対応が必要

今年度の目標

・口コミ（高知家健康サポーター）による無関心層への健康づくりの県民運動のさらなる盛り上げ
・アプリ版健康パスポートを活用した日常的な健康づくり活動のさらなる促進
（R3アプリDL者数目標25,000人以上：R3.3月末DL者数は18,525人）
・健康経営のツールとしてアプリ版健康パスポートの活用を促進（R3目標：WLB健康経営部門認証160社）

【構想冊子p.20】

シートNO Ⅰ－ ２ 第１回推進会議

作成課・担当 健康長寿政策課　横山

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策
口コミによる無関心層
への健康づくりの波及

日常的な健康づくり活動のさらなる促進 健康経営に取り組む事業所への支援

区分

高知家健康サポーター
による無関心層への
健康づくりの県民運動
のさらなる盛り上げ

アプリ版健康パスポートを活用した
日常的な健康づくり活動のさらなる促進

※実践矢印：アプリの改修
※破線矢印：アプリのPR取組

健康経営のツールとしてアプリ版
健康パスポートの活用を促進

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

ワークライフバランス推進企業認証の
取得促進（通年）

地域・職域連携
検討専門部会

職場の健康づくり応援研修会（７月）
・ワークライフバランス推進企業認証制度への申請
 及び健康経営アワードへのエントリーの働きかけ

働きざかり世代の
健康づくり啓発
（テレビCM）

健康経営
アワード

（10月中）

健康サポーター
による健康づくりの
呼びかけ(随時)

健康パスポート
申請を呼びかける
リーフレットを用いて
周りの人に呼びかけ

高知家健康サポーター
育成講座

（100名×２回）

(講座内容)
・健康づくりに関する知識
・情報の上手な伝え方

アプリ版高知家健康パスポート
リニューアル（7月15日予定）

スマートフォンアプリを活用した
ウオーキングイベントの開催（10月）

（一般部門・企業部門）

アプリ版高知家健康パスポートを活用した定期的な健康づくり情報の発信（通年）

アプリDLキャンペーン
（4月28日～5月7日）
成果：期間中新規DL

者数131人

新リーフレット及び参加施設向けマニュアル配布
（アプリ版高知家健康パスポートリニューアル対応）

さんSUN高知7月号への
アプリリニューアル記事掲載

さんSUN高知9月号への
ウォーキングイベント記事掲載

アプリDLキャンペーン
（時期未定）

【アプリの特徴１(改修による追加機能)】
　○健康診断の受診勧奨を通知
　○健康づくり情報の提供
　○パスポート取得やランクアップ機能
　○二次元コードを読み込むことによる
　　アプリでのヘルシーポイント取得機能
　○クーポン配信機能
　○市町村や参加施設からのイベントや
　　お得情報の通知・配信機能

①

②

②

【アプリの特徴２(既存機能強化)】
　○個人のチャレンジ目標の設定に
　　 よる健康行動の定着化
　○健康パスポートプレゼントキャン
　　 ペーンなどへの協賛企業の拡大

③

④
⑤
⑤

⑥
⑧

⑦

⇒県民運動としての
　　盛り上げ

R4からの紙パスポート
の変更計画 健康経営

アワードライブラリー
の更新

R4からの紙パスポート
の周知

切り替え

高知家健康チャレンジ

健康経営の
取り組み支援

スマートフォンアプリを活用した
ウオーキングイベントの開催（２月）

（一般部門・企業部門）

次年度計画



第４期日本一の健康長寿県構想
　令和３年度　PDCAシート【年間計画（Ｐ）】

月 令和３年度の具体的な進め方【P】

高知家健康づくり支援薬局の取組強化 薬局間連携の強化

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

シートNO Ⅰ－ ３ 第１回推進会議

作成課・担当 薬務衛生課・澤田

【通年の取組】

・地域活動強化システムの運用
（地域活動と薬剤師のマッチング、
情報共有）

【通年の取組】

　・（電子）お薬手帳の普及啓発と１冊化
　・あったかふれあいセンター等でのお
　 薬・健康相談会の実施
　・高知家の健康だよりの発行（年10回）

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　高知家健康づくり支援薬局による県民の健康づくり

目標値 健康サポート薬局の届出数（R1）9薬局→（R5）100薬局　
糖尿病が強く疑われる者の割合の減少（H29）9.6%→（R5）8.2%

現状 高知家健康づくり支援薬局の認定薬局数：（R3.4時点）312薬局（78%※）
健康サポート薬局数：（R3.5時点）16薬局（4%※）　※県下全薬局数に対する割合

課題 ・高知家健康づくり支援薬局による県民の健康づくりへの関わり（糖尿病重症化予防への取組、フレイル・オーラルフレイルへの取組）
・薬局間連携の強化

今年度の目標

高知家健康づくり支援薬局に対して、健康サポート薬局の届出を促進する（健康サポート薬局数：（R4.3）40薬局（10%））

糖尿病重症化予防のための服薬指導をより効果的に実施するためのツールの検証を実施し、チェックシートや啓発資材をブラッシュ
アップ
フレイル・オーラルフレイルに関する取組を実施する
幡多福祉保健所管内での薬局連携表の作成
薬局間連携体制の整備

【構想冊子p.21】

１　高知家健康づくり支援薬局
　　の整備状況

２　薬局数が２以下の町村
　　　　　　　　　　　　　　　（R3.3月末）

　①薬局数０　５町村
　②薬局数１　４町村
　③薬局数２　７町村  
　　　　　　　　　　　　　　  計１６町村

宿毛市、香美市、土佐市（４）

福祉保健所単位での事業説明会及び意見交換

３　薬剤師による地域活動
　

　
　　　

薬剤師１人体制等の小規模薬局
や、薬局がない・少ない地域は、
地域活動が困難

①高知版地域包括ケアシステム
　構築の動きに合わせて横展開

②薬剤師・薬局の地域活動強化
　・より多くの薬剤師が地域活動
　　に参加できる仕組み
　・薬剤師間における地域活動の
　　情報共有

糖尿病治療薬調査結果の公表

・連携モデル横展開の進め方
・事業評価項目の協議　等

あったかふれあいセンター等で
の出前講座、お薬・健康相談会　

　R２年度　６件　

（薬剤師会集計分）

４　薬局間連携

・糖尿病重症化予防の取組
・フレイル・オーラルフレイルの取組
・事業評価項目の協議　　　　等

薬剤師会との協議（適宜）
※令和3年３月末現在（311）
県内薬局数：398　認定率：78％

・多職種との協議による課題抽出

・薬局間による意見交換

・地域連携表の作成、更新

・地域を超えた連携の検討

福祉保健所単位で事業実施
（～２月）

0

100

200

300

400

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

フレイル予防推進ガイドラインに基
づいたポピュレーションアプローチ

糖尿病治療薬に関する調査（仮称）
薬局等を対象に実施

啓発資材等の効果を併せて調査

　薬剤師のスキルアップ研修

　フレイル・オーラルフレイル等

・薬局薬剤師による糖尿病薬服薬
指導をより効果的に実施するため
のツール作成（健康長寿政策課）

・ツール運用のための各支部での
伝達講習

糖尿病治療薬に関する調査票
の作成

地域活動強化システムの活用

・市町村や薬局へ活用事例紹介

・福祉保健所の地域活動強化シス

テム参加

薬局間連携体制の運用に向けて
引き続き検討

事業の取組実績の確認



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　生活習慣病予防に向けたポピュレーションアプローチの強化

目標値
・５つの分野（減塩、野菜、運動、節酒、禁煙）の目標達成
・糖尿病が強く疑われる者の割合の減少（H28）9.5％　→　（R5）8.2％
・糖尿病の可能性を否定できない者の割合の減少　（H28）11.6％　→　（R5)9.4％

現状
・65歳までに亡くなる人数を死因別に全国と比較すると、不慮の事故を除いて、がん、脳卒中、心疾患の生活習慣病の割合が高い。
・ほぼ毎日飲酒している者の割合、１日３合以上飲酒している者の割合が、男女とも全国より高い。
・成人の半分以上が塩分の過剰摂取となっていることや、成人男性の約３割が喫煙をしている。
・特定健診結果による血糖値有所見者割合が、全国より高く、男女とも上昇傾向にある。

課題
・がん、脳卒中、心疾患の生活習慣病の発症リスクを高めている肥満や血糖値上昇を改善するため、減塩、野菜摂取、運動、節酒、禁
煙に向けた行動変容を促す普及啓発が必要。
・自然に健康に導く環境づくり（０次予防）の強化が必要。

今年度の目標
・事業アドバイザーの参画による効果的な事業の推進、ナッジ理論を活用した効果的な啓発と環境づくりに向けて、事業の連携者となる
市町村や民間事業所が主体的に取組めるよう支援。
・５つの分野ごとに目標達成に向けた取組内容やターゲットを整理。　

・テレビCM、新聞等の活用やイベント等による県民への啓発にタイミングを合わせた民間企業等の取組を促進

月 令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ナッジ理論を活用し様々な媒体を用いた総合的な普及啓発

区分
①県民に届くプロモーションによる

啓発の実施
②不健康を選択させない環境づくり

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第１回糖尿病発症・重症化予防施策評価会議
（7月もしくは8月開催予定）

アドバイザーとのミーティング（２回程度 ）

・課題、目標の整理

アドバイザーとのミーティング（6月中旬）　

第１回「高知家健康チャレンジ」ワークショップ（5/8）
・啓発運動と連動した環境づくりへの参画

市町村・民間事業所等との
連携による啓発強化
○健康チャレンジの健康経営への導入支援
○減塩・野菜摂取等の健康に配慮した商品
　や市町村・民間事業所主催の健康的な環
　境づくり事業等に対して健康パスポートポ

　イント付与を実施

シートNO Ⅰ－ ４ 第１回推進会議

作成課・担当 健康長寿政策課・藤原

【構想冊子p.22】

アドバイザーとのミーティング（月２回程度 ）

・本年度の取組の振り返り

・来年度に向けた課題の再整理とターゲット層の検討

ターゲット層モニターインタビュー

ターゲット、キャッチコピー等の検討

ロゴ、キャッチコピー決定

コラボ企画

第２回「高知家健康チャレンジ」ワークショップ
（6月下旬頃）

7月中旬頃　健康づくり啓発事業委託業務
プロポーザル審査委員会

アドバイザーとのミーティング（4/8、4/20、5/7）　

事業アドバイザーのコンサルテーション
※ナッジ理論とは
人々に選択する余地を残し
ながらもよりよい方向に行
動を誘導しようとする手法
　

５つの分野の【目標値(R5)】

減塩：食塩摂取量
H28 ８.8g→R5 8g以下

運動：歩数(20∼64歳)　
男性 H28 6,387歩→R5 9,00　　　　　　　　　　　　　　  
女性 H28 6,277歩→R5 8,500歩
　　　　 歩数(65歳以上) 
男性  H28 4,572歩→R5 7,000歩　　　　　　　　　　　　　　
女性　H28 4,459歩→R5 6,000歩

野菜：野菜摂取量
H28 295g→R5 350g以上

節酒：生活習慣病のリスクを高める量を飲酒して
いる人の割合
男性  H28　16.4%→R5　15％以下
女性　H28　　9.3%→R5  ７％以下

禁煙：成人の喫煙率
 男性 H28　28.6%→R5 20%以下
 女性 H28　7.4%→R5 5%以下

啓発運動
「高知家 健康チャレンジ ○○○○○○」
・11月中 テレビCM、新聞等による一斉啓発

・チラシ、ポスター、のぼり旗による啓発

・市町村及び協賛企業等へ啓発資材を提供
　→　資材を各々の取組へ活用して啓発

企業訪問による
キャンペーン参加への協力依頼（10月中）

５つの指標の
現状値把握

国民健康
栄養調査

第２回糖尿病発症・重症化予防施策評価会議
（12月もしくは１月開催予定）アンケート調査

（県民、市町村等）
⇒評価



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　フレイル予防の推進

目標値
・ 市町村における健診以外での後期高齢者質問票等の活用　　　（R1）　１か所　→　（R5）　全市町村　　
・ 介護予防に資する通いの場への参加率　　　　　　　　　　　　　　　（H30） 6.5％　→　（R5）　10％
・ 要支援・要介護認定率（年齢調整後）　　　　　　　　　　　　　　（R5） 16.8%（現状維持）

現状

・ 市町村における健診以外での後期高齢者質問票等の活用　　６か所（R2)　
　　　　　　　※東京大学高齢社会研究機構フレイルチェック実施＋高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施モデル市町村を計上
・ 介護予防に資する通いの場への参加率　　　7.2％（R1）　　　（全国：6.7%）
・ 要支援・要介護認定率（年齢調整後）　　16.8％（R1）　　（全国：18.5%）

課題

・ できるだけ要支援・要介護状態にならないための取り組みの強化によりＱＯＬの維持・向上に努め、健康寿命
の延伸につなげることが必要　

・ 高齢者は身体的、精神・心理的、社会的な脆弱性といった多様な課題と不安を抱えやすく、フレイル状態になり
やすいため、様々な角度からのフレイル予防が必要

今年度の目標　・ 介護予防に資する通いの場への参加率　　　  8.6％　
・ 要支援・要介護認定率（年齢調整後）　　16.8％

【構想冊子p.23】

シートNO Ⅰ－ ５ 第１回推進会議

作成課・担当
在宅療養推進課：前島　健康長寿政策課：安岡
国民健康保険課：公文

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 フレイル予防の
普及・啓発

地域での取り組み オーラルフレイル予防事業

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

モデル地区（通いの場）の
選定

（４月～５月）

東京医科歯科大学と
共同研究契約締結

（5/13）

第1回オーラルフレイル対
策検討会（6/2）

第2回オーラルフレイル対
策検討会（7/2）

●プログラムの確定

高知県版オーラルフ
レイル予防ハンドブック

作成・印刷

噛み応えのある
レシピの考案

関係者（歯科・栄養）の勉
強会開催

東京医科歯科大学と
事業効果の分析評価

次年度のモデル
地区の選定

第3回オーラルフレイル
対策検討会

モデル地区でのプログラムの実施

（３ヶ月間：９月～11月）

事前・事後：アセスメント・口腔機能測定

プログラム：運動・口腔体操・栄養の

　　　　　　　 複合プログラム

モデル地区：安芸（安芸市）、中央東（選定中）

　　　　　　　　中央西（いの町）、須崎（津野町）

　　　　　　　　幡多（黒潮町）

参加者募集

ＤＶＤ配布（6月中旬）

アンケート回収（7月初旬）

取組状況の把握

　　　　　　　　　　　　　　　
介入群と対照群比較　　

による効果検証

フ レ イ ル 予 防 推 進 ガ イ ド ラ イ ン を 活 用 し た 地 域 包 括 ケ
ア 推 進 企 画 監 等 に よ る 各 市 町 村 で の 取 り 組 み 支 援

・ 住 民 主 体 の フ レ イ ル チ ェ ッ ク 　 ・ 後 期 高 齢 者 質 問 票 の 活 用

市町村職員を対象とし
たフレイル予防研修会

高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施におけるセミナーの開催

あったかふれあいセンターへの
専門職派遣

フレイルサポーターの派遣

フレイル予防講演会各福祉保
健所管内市町村において実施



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　がん検診受診率の向上対策の推進

目標値 ・がん検診受診率（40～50歳代）　胃・大腸・子宮頸：50％以上、肺・乳：現受診率の維持・上昇

・がんの年齢調整死亡率：減少　（参考　H30：77.4人、R1：78.3人）

現状

がん検診受診率は上昇傾向にあり、肺がん検診と乳がん検診は目標値（50%）を達成。その他の検診も上
昇しているが目標に届いていない。
 　(R１)肺58.3%　胃40.4%　大腸45.6%　子宮頸46.0%　乳51.2%

課題 未受診理由「忙しい」「面倒」が上位のままであることから、引き続き、検診の意義・重要性を周知する取り
組みが必要。

今年度の目標
がん検診受診率の向上に向けて、受診率が伸び悩んでいる地域検診（市町村検診）の対象者の多数を占
める国民健康保険加入者への受診勧奨を実施するとともに、SNS等の新たな媒体への広告掲載による、よ
りターゲットを絞った情報提供を行うことにより、受診率UPを目指す。

【構想冊子p.24】

シートNO Ⅰ－ ６ 第１回推進会議

作成課・担当 健康対策課・竹本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ①検診の意義・重要性の周知
②利便性を考慮した検診体制

の構築

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（1）市町村への支援

（2）県としての取り組み

・市町村ごとの検診日程､自己負担額の掲載

県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実

医療機関からの受診勧奨
（40～50代国保加入者）

・医師会等への依頼（4月）

ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ等の活用

・ＴＶＣＭ、新聞・インターネット広告など

ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ等の活用

　・新聞広告

セット検診

・市町村の運営補助員配置支援

乳・子宮頸がんの土曜日検診周知

・啓発チラシ作成、配布

広域検診

・会場候補地交渉（11月～）
・新聞広告、募集開始（１月）
・検診実施（２～３月：５日間）

市町村による個別通知開始

県内図書館での広報

・啓発資材配布、パネル展示等

乳がん検診受診啓発

・高知城等ピンクライトアップ

リーフレット等の送付

・市町村、保険会社へ提供



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　特定健診受診率・特定保健指導実施率の向上対策の推進

目標値 ・特定健診受診率 （H29）49.2％ → （R５）70％以上

・特定保健指導の実施率 （H29）17.9％ → （R５）45％以上

現状

【特定健診】　集団健診実施延べ日数　R１：320日　R２：263日　R３：295日(予定)

・市町村国保の受診率は、H30は全国平均に到達していたが、R1は新型コロナウイルス感染症の影響により、R2.3月
の未受診者を対象とした個別健診の受診が伸びず全国平均に到達しなかった（R1市町村国保：高知県37.7%、全国
38.0%、H30保険者全体：高知県50.7%、全国54.4%）

・市町村国保の年齢別受診率では、40歳代が低い（R1受診率：全体(40～74歳)が37.7％であるのに対し、40～44歳が
21.0％、45～49歳が21.6％）

 ・高知市と協会けんぽ被扶養者の受診率が低い（R1高知市：31.5％　R1協会けんぽ扶養者：24.1％）
【特定保健指導】

・前年度に比べ実施率は上昇したが、全国平均には到達していない（R1市町村国保：高知県28.4%、全国29.3%、H30全
体：高知県23.7%、全国23.3%）
・市町村国保における特定保健指導の委託実施割合（一部委託を含む）は約６割　

課題
・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しつつ、特定健診受診率及び特定保健指導の実施率の向上に取り組む必
要がある。
・前年度に受診控えした人が受診に戻ってくるような受診勧奨が必要。

今年度の目標

【特定健診】
・受診率を平成30年度並みに戻す。（県全体50.7％）
【特定保健指導】
・市町村国保の特定保健指導実施率を31％にする。

【構想冊子p.25】

シートNO Ⅰ－ ７ 第１回推進会議

作成課・担当 国民健康保険課・石丸、健康長寿政策課・恒石

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ①特定健康診査 ②特定保健指導

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

協会けんぽとの協議(６月)

特定保健指導従事者スキルアップ研修
（第１回）（6/14)

特定保健指導従事者スキルアップ研修
（第２回）

特定保健指導従事者スキルアップ研修
（第３回）

次年度に向けた支援策等の周知

福祉保健所において管内重点支援市町村
の取り組みへの働きかけ

・健診当日の特定保健指導利用
  勧奨等の好事例の展開検討

・被扶養者の効果的な健診機会
　の拡大

福祉保健所において管内重点支援市町村の
取り組みへの働きかけ

・次年度予算への働きかけ
年度末に向けて、受診勧奨等の取組の
強化を市町村に依頼

事業評価

・R3取組結果の確認

市町村国保主管課への国交
付金事業活用の働きかけ

・市町村向け説明会での制度案内等

国保連合会から市町村に特定健診情報提
供事業（みなし健診）の対象者名簿を提供

市町村国保の40歳代前半・50歳・60歳被保険
者に受診勧奨のリーフレットを配布

特定健診情報提供事業への参加依頼（随時）
（医療機関個別勧奨）

医師会と連携し、かかりつけ医からの受診
勧奨を依頼（６月）

市町村国保の39歳被保険者に意識啓発のリー
フレットを配布

●特定健診受診率（市町村国保）の対前年度

同月比比較（6月調査）

31.12
30.77
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高知市

(%)

－0.35
ポイント 37.27
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35

40
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高知県

－2.72 
ポイント
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＜特定健診年齢別受診率(R1市町村国保) ＞
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H30年度

R1年度

R2年度

(%)

●市町村国保特定健診実施率推移

20.56% 20.72% 20.63% 20.55% 16.63%

15.16% 15.61% 17.43% 16.71%
17.91%
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第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　血管病重症化予防対策の推進（糖尿病性腎症対策）

目標値 ・特定健診受診者で糖尿病治療中の者のうち、HbA1ｃ7.0％以上の者の割合減少　男女とも25％以下

・新しいプログラムによって透析導入の延伸が図られた者の割合　介入者の８割

現状
・治療中で重症化リスクの高い患者に対し、かかりつけ医と保険者が連携した保健指導を実施
・数年後に透析導入が予測される患者を対象に、医療と市町村（保険者）が連携し、より集中的に治療（腎保護療法）と
保健指導（減塩指導等）を実施

課題

・血糖高値者等、ハイリスク者への発症予防に向けた保健指導の充実など、発症予防のための基盤整備が必要。

・透析導入の延伸を図るためには、急速に腎症が進行している患者に対し、医療と保険者が連携した重点的な個別支
援が必要。

・糖尿病患者を歯周病治療につなぐネットワークの充実や、自己判断による治療・服薬中断を予防する患者サポート体
制など、医療機関における質の高い医療の提供及び生活指導の強化が必要。

今年度の目標

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムの介入結果の評価支援ツールを開発することで、保険者の取組を支援する。

・数年後に透析導入が予測される患者に対する透析予防強化プログラムの継続実施及び介入効果を定期的に評価し、
介入対象者を追加する。
・糖尿病患者を歯周病治療につなぐための資材の作成・配布や服薬指導を強化するため薬剤師を対象に研修会を実
施し、医療提供体制を強化する。

【構想冊子p.26～28】

シートNO Ⅰ－ ８ 第１回推進会議

作成課・担当 健康長寿政策課　箭野・吉松

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 糖尿病性腎症重症化予防対策の推進

区分
①糖尿病性腎症重症化予防プログラム ②糖尿病性腎症透析導入強化プログラム ③医療提供体制

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

受
診
勧
奨
・
保
健
指
導
　

国保連合会より市町村へ毎月対象者を通知

市町村の希望調査結果に基づき糖尿病
アドバイザーの派遣調整　　　年間27回

糖尿病アドバイザー派遣事業の開始

・取組状況に課題がある市町村へ福祉保健所
から働きかけ（随時）

ツール完成

　R３プログラムの取組状況集計・分析

糖尿病アドバイザー連絡会

抽出ツールへの機能追加（市町村
で結果入力を可能とする。）

　　　　　糖尿病医療体制検討会議

・市町村にツール活用研修会を実施

血管病重症化予防対策研修会

開
発
（
委
託
）

各ブロック医療機関向け研修会の企画

市
町
村
に
よ
る
結
果
入
力

・土佐市、幡多地域、高知市内医療機関
で46人に介入継続
・透析予防強化事業プログラムの介入対
象者の追加検討（糖尿病専門医に相談）

第1回推進会議

第2回実務者検討会

・幡多（7/5）

第2回推進会議

・１グループ介入後の評価
・２グループ介入開始時の状況把握

・１グループの経過把握
・２グループの介入後の評価

モデル地域研修会
（全国の先進的な取組共有）

糖尿病透析予防指導管理料を算定する
医療機関との検討会

R3年新規透析患者数調査

高知県薬剤師会と
契約締結

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

医
科
で
糖
尿
病
患
者
に
配
布

第1グループ：46人（R2年度～ 介入継続中の者）
第2グループ：12人（R3年度～ 介入を開始した者）

R2プログラムの取組状況調査

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
モ
デ
ル
医
療
機
関
の
進
捗
管
理

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
・
患
者

指
導
用
資
材
の
検
討

服
薬
指
導
の
強
化
　

実態調査
10月中旬～

11月中旬

服薬指導の成果

第2回
作成検討会

周知

評価

糖尿病-歯周病医科歯科

連携パンフレット作成検
討会

・医師会及び歯科医師会
  へ事業内容等を説明

メ
ン
バ
ー
推
薦

第1回
作成検討会

研修会の開催

相談窓口の
周知

・新聞広告

・資材等の活用
状況の把握

チェックリス
ト・資材完成

研修会の開催

対照群の設定

・内容　
・運用方法

・プログラムの取組状況報告

・市町村、保険者対象

保険者と共有

・各医療機関
 で設定

・病診連携の促進 第1回実務者検討会
デ
ー
タ
集
約
等
、
介
入
結
果
検
証

糖尿病性腎症透析予防強化プログラム

　　　　　　　  未治療ハイリスク者　約250人※

　　　　　　　治療中断者　約400人※

　　　　　　　　　　 治療中で重症化リスクの高い者　約2,400人※

数年後に透析導入が予測される介入者数　60人
糖尿病有病者・予備群
74,633人（40～74歳）

（H30特定健診結果から推計）

　※市町村
　　国保のみ



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅰ 具体的な施策名　　　　　　　　血管病重症化予防対策の推進（循環器病対策）

目標値 ・成人の喫煙率（R5）男性20%以下、女性5%以下
・降圧剤の服用者での収縮期血圧140mmHg以上の人の割合（R5）男女とも30%未満

現状

・脳血管疾患と心血管疾患の死亡は全体の33.5%を占める。
・要介護及び要支援の原因は、循環器疾患が20％を占める。
・脳卒中発症のうち、７割は脳梗塞であり、76%は高血圧症、35%は脂質異常症罹患である。
・推定塩分摂取測定事業（国保集団健診）の結果で、過剰摂取(1日8g超え）の割合は、男性72.8％、女性69.0％
・降圧剤服用者で収縮期血圧140mmHg以上の割合は男性32.7％、女性31.7％で減少傾向にあるものの依然として高い。
・禁煙外来109か所の禁煙成功率は上昇傾向であり令和元年度は禁煙成功率は60％

課題 ・発症の２大リスクである高血圧対策、喫煙対策の周知啓発が必要。
・脳梗塞等を引き起こす高血圧、高脂血症等が適正治療につながるよう、未治療、治療中断者への介入が必要。

今年度の目標

・循環器病対策基本法に基づく高知県循環器病対策推進計画の策定

・高血圧対策として推定塩分摂取量測定や薬局等と連携した高血圧指導、量販店等と連携した減塩商品の紹介などの啓
発を実施
・モデル市町村における高血圧等の循環器病の治療中断者・未治療者の把握及び未受診者の減少

・９つの基幹病院に心不全相談窓口を設置することにより、在宅での心不全患者の再発・再入院防止のための療養支援
体制を構築

【構想冊子p.2９】

シートNO Ⅰ－ ９ 第１回推進会議

作成課・担当 健康長寿政策課　箭野、恒石、藤原、吉松

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策
①推進体制

の確立
②発症予防と早期受診・治療 ③再発・重症化予防

区分 推進計画策定 高血圧対策
高血圧、高脂血症の治療
中断者等への受診勧奨

心疾患対策

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

高血圧等の循環器病の
治療中断者・未治療者へ
の受診勧奨事業

効果検証（2～3月）

健康パスポートポイント付与により、・家庭血圧測
定を促進（通年）

血管病対策研修会の開催

結果説明会の開催（3月）

受診勧奨通知発送
（８月～10月）

高血圧指導教材の作成

健康づくり支援薬局（311薬局）に高血圧指導
協力依頼

医療機関、薬局、健診機関、市町村に、高血圧
指導教材を活用した指導への協力を依頼

減塩プロジェクト参加企業（35社）啓発資材の作成

参加企業に啓発
資材を配布

データ準備
　AIが予測した治療復
帰確率と重症化傾向に
より4つのセグメント分類

第1回策定委員会

策定委員会の委員
推薦、承諾依頼

高知県医師会への
説明

・メールや書面による
意見聴取（随時）

第2回策定委員会

第3回策定委員会

・パブリックコメント

第1回高知県循環器病
対策推進協議会

第1期高知県循環器病
対策推進計画策定

＜モデル市町村＞
　 高知市・南国市
　 土佐市・いの町
　 佐川町

・自治体の状況に合わせて発
送時期を調整

・いの町（8月末）
・土佐市（9月末）
・高知市、南国市、佐川町
　（10月末）

・市町村によるフォロー
アップ

推定塩分摂取量測定事業
（高知県総合保健協会と締結）

推定塩分摂取量の中間集計

高知大学と契約締結

高知家健康チャレンジ
～塩分マイナス１ｇ～

・受診者への結果送付
　（健診結果送付時）
・生活改善のチラシを同封
・市町村で健康教育実施

・第1回高知心不全

連携の会開催
（5/14）

健
康
パ
ス
ポ
ー
ト
ア
プ
リ
に
よ
る
家
庭
血
圧
測
定
と
記
録
の
普
及

集
団
健
診
時
の
推
定
塩
分
摂
取
量
の
測
定
と
結
果
報
告

推定塩分摂取量測定事業の結果まとめ

・市町村での健康教育等実
施状況調査

・第2回高知心不全
連携の会開催

・第3回高知心不全
連携の会開催

９つの基幹病院
・心不全相談窓口設
置に向けた協議
（各医療機関・随時）
・勉強会の開催
（各1回以上・随時）
・情報提供ツールの
活用促進

9基幹病院に心不全
相談窓口を設置

・県ホームページ等に
よる周知

公開講座の開催
（心不全連携の会）

公開講座の開催
（心不全連携の会）

新聞広告
　受診のタイミング

公開講座
　・症状
　・受診のタイミング

・成果・課題の確認

再
発
等
予
防
強
化
・
医
療
と
介
護
等
と
の
連
携
体
制
構
築
・
県
民
へ
の
啓
発

29市町村
で実施

契約締結



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　高知版地域包括ケアシステムの構築

目標値

現状

課題

今年度の目標

【構想冊子p.31】

シートNO Ⅱ－ １ 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課　　前島

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・ 全14ブロックで地域包括ケア推進協議体設置（R1）11／14 →（R3）14／14　　
・ 入退院時引継ぎルールの運用（R1）病院93.5％・居宅等98.7％ →（R5）100％　　　
・ 特別養護老人ホームの看取り加算取得率（R1）61.2％（41/67）→（R5）70％　

⇒　在宅での生活を希望される介護が必要な方が、住み慣れた地域で暮らし続けられるようにする
　　【居宅介護支援利用者の平均要介護度】（R1）2.095→（R5）2.2

・ 過疎高齢化が進む中、地域の支え合いの力が弱まっている
・ 医療提供施設へのアクセスが不利な中山間地域が多く、都市部と中山間地域の医療提供体制には大きな差がある
・ 在宅療養を選択できる環境整備として、新たに医療機関へ必要な機器整備支援が始まった

・ ゲートキーパー機能のさらなる強化が必要
・ 入院から退院、在宅までの切れ目のない支援が必要
・ 在宅療養を選択できる医療機関の整備状況を見ながら、住まい整備も含めた効率的なサービス提供のしくみを検討

していくことが必要　

・ 各ブロックでの地域包括ケア推進協議体等の継続的な取組実施
・ アドバイザー活用による地域包括支援センターの機能強化実施により市町村の新たな施策や取組の改善に
　つなげる。

各ブロックの動き
ネットワーク・システムづくりの推進

在宅療養体制の充実

　
　
　
　
　

地
域
の
実
情
確
認
・
検
討
等

　

地
域
の
実
情
に
応
じ
た
取
組

  地域の状況を把握し、課題を確認STEP１
（１年目）

■現状の社会資源の状況を確認
■関係者から連携についての認識を聴取
  （主観的現状分析）

「目指すべき姿（目標）」を共有・
課題解決に向けた方策を検討

STEP２
（１，２年目）

■協議体の設置
■協議体での検討
　・「目指すべき姿（目標）」の確認
　・課題の検討
　・課題解決に向けた方策を検討
　・取組についての５W１Hを協議
　・PDCAシートの作成

取組の実践と評価
PDCAサイクルの検証

STEP３
（１，２年目）

○圏域毎のブロック分け

Ａ Ｂ Ｃ
（H30～R元） （R元～２） （R２～３）

安芸 安芸市・芸西村 室戸市・東洋町 中芸５町村

３市
嶺北４町村

佐川町・越知町

須崎 四万十町
須崎市・中土佐町
・津野町

梼原町

幡多 四万十市・黒潮町
宿毛市・大月町
・三原村

土佐清水市

　　土佐市
　　仁淀川町

ブロック

中央東 － －

中央西 いの町・日高村

○地域包括支援センター機能強化対象団体

安芸 室戸市

中央東 南国市

中央西 管内全域

須崎 津野町

幡多 大月町

R３

推進企画監と本庁の
意見交換会

各圏域の取組状況
情報共有

状況に応じて個別に意見交換

健康長寿県構想推進会議

健康長寿県構想推進会議

健康長寿県構想推進会議

ゲートキーパー機能強化 在宅療養推進
懇談会

・あったかふれあい
　センター職員のス
　キルアップ研修の
　実施

・コーディネーター
　研修　（６月）

・スタッフ研修
　（７月）

・テーマ別研修
　（９月）

・スタッフ
　フォローアップ研修
　（１月）

在
宅
療
養
を
選
択
で
き
る
環
境
整
備
の
た
め
、
施
策
の
評
価
検
証
・
新
た
な
施
策
の
提
言
の
検
討

第１回

・推進企画監による個々
 の地域包括支援センター
 への支援の強化
（アドバイザーの活用）
・センター職員対象の
　研修会の開催

・主任介護支援専門員
  資質向上研修事業

▷圏域毎で意見交換会を実施

・地域包括
　初級Ⅰ①研修

・アドバイザーの活用 ①

　・地域包括
　　初級Ⅰ②研修

・アドバイザーの活用 ②

・アドバイザーの活用 ③

第２回



柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　あったかふれあいセンターの整備と機能強化

目標値

・あったかふれあいセンター整備箇所数（拠点及びサテライト）　　 （R1）289箇所→（R5）340箇所
・あったかふれあいセンター拠点における拡充機能（介護予防）の実施箇所数　（R1）30箇所→（R5）全拠点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・要支援／要介護認定率（年齢調整後）　　（R5）　16.8％（現状維持）

現状

◯制度サービスをカバーするインフォーマルサービスとして、地域にとってはなくてはならない事業

◯参加者の課題を受け止め、必要な支援につなげる個別支援や、支え合う地域づくりの支援について一定の成果
●個人や世帯が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化し、対応していくためには専門機関との連携強化が必要
●人口減少や地域活動の低下により、地域の支え合いの力が弱まっている

課題

１　地域に不可欠なインフォーマルサービスとしてのセンター機能の再点検
２　改正社会福祉法を契機に「個別支援」（断らない相談支援・参加支援・伴走型支援）の強化について検討

３　地域の支え合いの仕組みづくりについて検討
４　あったかふれあいセンター職員の確保・定着支援
　　・各あったかふれあいセンターの機能に基づき、求められる職員のスキル・資格を整理

　　・他の資源を含めて、必要とする人材の確保と定着を支援

今年度の目標
（１）あったかの機能の再点検と個別支援の強化、地域の支え合いの仕組みづくり、人材について検討
（２）拠点の拡充機能の強化及び医療・介護との連携

（３）あったかの職員の資質向上と集落活動センターとの連携

【構想冊子p.32】

シートNO Ⅱ－ ２ 第１回推進会議

作成課・担当 地域福祉政策課　植月・田村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 運営支援・
再点検・検討

職員の
資質向上

拡充機能の強化及び
医療・介護との連携

集落活動センターとの
連携による生活支援

サービスの充実

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

整備・運営に
関する支援、検討

ゲートキーパー機能を
高める職員研修

コーディネーター研修

福祉施策の動向・地域資源の開発・
人材育成に関すること

市町村別の四者協議による
再点検・検討

市町村・市町村社協・県社協・県（地

域福祉政策課・福祉保健所）　

　　　　　　　　　　　　第２回地域支援室連絡会

スタッフフォローアップ研修
スタッフ研修修了者の振り返り

総括・地域支援企画員への

事業説明(4/27)
新設　須崎市（安和）・
安田町（中山）・津野町（東津野）

連携による生活支援サービス提供に向けた支援（通
年）
①各産振地域本部及び中山間地域対策課との連携
②必要に応じて、地域支援企画員、福祉保健所、市
町村、あったかふれあいセンター、集落活動センター
との検討会や勉強会の実施

中山間地域対策課の取組へ
必要に応じて反映

具体的事例の確認

先行事例の紹介

市町村へ両センターの
マッチング提案

スタッフ研修
新任スタッフの人材育成

中土佐町

（久礼地区）改修

専門職の
関与・連携

拡充機能の強化

市町村ヒアリング 機能の再点検、個別支援、地域の支え合い、人材等の
検討、新規整備等の把握、事業実施状況の確認

薬
剤
師
に
よ
る
テ
レ
ビ
電
話
等
を
活
用
し
た
出
前
講
座
・
個
別
お
薬
相
談
（
薬
務
衛
生
課
）

活用できる
支援メニューの提示

訪
問
看
護
サ
ー
ビ
ス
の
紹
介
及
び
健
康
相
談
（
在
宅
療
養
推
進
課
）

　第１回地域支援室連絡会（4/23)　

テーマ別研修（コーディネーター・スタッフ）

あったかふれあいセンター運営や利用者支援に必要となる内容

あったかふれあいセンター推進連絡会（市町村・あったかふれあいセンター事業者）
実践発表等による取組みの横展開を目指す

　
活
用
ニ
ー
ズ
に
つ
い
て
随
時
対
応

県内の取組みの

情報収集・共有（通年）

第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

集落活動センターとの連携



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　在宅療養体制の充実

目標値

現状

課題

今年度の目標

【構想冊子p.33】

シートNO Ⅱ－ ３ 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課　前島

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 在宅療養推進懇談会の開催 高齢者の住まいの確保 ＩＣＴを活用した高齢者の見守り

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

在宅での生活を希望される介護が必要な方が、住み慣れた地域で暮らし続けられるようにする   　

　　　　　　【居宅介護支援利用者の平均要介護度】（R１）2.095→（R５）2.2

・ 人口減少により過疎高齢化が進んでいる

・ 病床数が多く（10万人当たり全国1位）高齢者向け施設は少ない（全国下位）

・ 医療提供施設へのアクセスが不利な中山間地域が多く、都市部と中山間地域の医療提供体制には大きな差がある

・ 県民世論調査（Ｈ30年度）では、自宅での療養を望む人の割合が44.7％である

・ 在宅療養を選択できる環境の整備が必要

・ 在宅療養の推進に資する新たな施策が必要

・ 既存施策及び既存事業（サービス）についての評価・検証が必要

高知版地域包括ケアシステムの構築にか
かる在宅療養の推進について、介護等が
必要になっても地域で暮らし続けられるし
くみづくりを目指すため、施策の評価・検証
及び新たな施策等の提言等を行うことを目
的として開催 

在宅療養推進懇談会
（第１回開催）

引
き
続
き
の
検
討
事
項
（
高
齢
者
の
見
守
り
支
援
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用
促
進
）

在宅療養推進懇談会
（第２回開催）

施
策
化
に
向
け
て
の
検
討

Ｒ４年度
予算化

地域包括ケア推進企画監会議
で地域の高齢者の住まいの掘

り起こしについての説明

企
画
監
に
よ
る
管
内
市
町
村
で
の
掘
り
起
こ
し

事
業
実
施
に
向
け
て
個
別
市
町
村
の
状
況
確
認
の
継
続
及
び
支
援

事業の進捗に
より補正対応

Ｒ４年度
予算化

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
非
対
面
型
の
服
薬
支
援
体
制
の
整
備

・ 在宅療養推進懇談会発の新たな施策の展開

・ 市町村における医療や介護と連携した高齢者の住まいの確保の具体化

高知県警との行方不明高齢者の
早期発見に向けた協定（予定）

市町村への
周知

高知県高齢者見守り対策機
器等導入支援事業費補助金
による高齢者の見守り



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　在宅医療の推進

目標値 在宅患者訪問診療料の算定件数　（Ｈ29）72,980件　→　（Ｒ５）78,088件　（７％増）

現状 療養が必要になっても居宅において生活したいという県民のニーズが存在しているが、地域によっては在宅医療を選
択できる環境が充分に整備されてるとはいえない

課題

・退院支援指針を活用した入退院支援体制の構築を各圏域で実施してきたが、高知市においても同様に進めていく必
要がある

・在宅医療に関わる多職種の連携を強化することが必要
・訪問診療を行っている医療機関や在宅療養支援診療所を増加することが必要
・在宅歯科医療の提供体制の強化及び在宅での服薬支援が必要
・事前に在宅患者や家族と医療従事者が十分コミュニケーションをとりながら、意思決定への支援が必要

今年度の目標

・在宅医療に取り組む医療機関における機器整備支援：67医療機関
・R6年度までに、高知市内の日常生活圏域（東西南北圏域）において、圏域ごとに2基幹病院（計8病院）の確保を行い、
入退院支援体制の構築を図る【（R2）2病院→（R3）3病院】
・在宅医療に係る情報を多職種間で共有するシステム(高知家＠ライン)を更に普及させ、医療と介護等の連携強化を
進める【加入施設：（R2)95施設（10.3％）→（R3）328施設（35.7％）】

【構想冊子p.34】

シートNO Ⅱ－ ４ 第１回推進会議

作成課・担当 　在宅療養推進課　畔元　・　柿内

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 医療機関への初期
投資・経営分析支援

人生会議（アドバンス・ケア・プランニン
グ（ACP)）

退院支援指針を活用した、入退院
支援体制の構築及び人材育成

高知家＠ラインの
普及

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

端末100台の準備(契
約、納品、設定)

事業説明会及び高知
家＠ライン操作説明
会の開催・端末配布

高知家＠ラインの活
用に向けた助言等を

行う

端末回収

事業開始に向けた協
議(中央西福祉保健
所・須崎福祉保健所)

案内文書
送付

　
交
付
申
請
受
付
後
、
適
宜
審
査
　
・　
交
付
決
定
　

実
績
報
告
　
・

　
補
助
金
支
出
　
　
　

効果
検証

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
周
知
活
動

人生の最終段階に
おける医療・ケア

検討会議

人生の最終段階に
おける医療・ケア

検討会議

公
開
講
座

（
高
知
市
・
安
芸
市
・

四
万
十
市
）　
　
　

相談員
研修
（国）

相談員研修
（国）

　
県
民
向
け
広
報
（
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
）

　
県
民
世
論
調
査

　
入
退
院
支
援
可
視
化
シ
ー
ト
の
作
成
に
向
け
た

運
営
メ
ン
バ
ー
会
議
等
の
開
催

入退院支援可視
化シートの作成

事例展開

報告会

事業対象基幹
病院の決定

　
入
退
院
支
援
に
係
る
研
修
会
の
開
催



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名        訪問看護サービスの充実

目標値 訪問看護師の従事者数（Ｈ30）334人→（Ｒ５）392人

現状

・訪問看護ステーション数　Ｈ28年度：59箇所→Ｒ２年度：74箇所（Ｒ２．12．１）高知市・南国市に集中
・人口10万人当たり訪問看護ステーション数（Ｒ２．４）：9.6箇所（全国平均9.5箇所）
・人口10万人当たり訪問看護ステーション従事看護職員数（Ｈ30）：47.3人（全国44.9人）
・小児の訪問が可能な訪問看護ステーション：19箇所

課題

○訪問看護師数の増加とともに、質の向上が求められている
・中堅期の訪問看護師の学習・研修の機会が少ない
・潜在看護職員や医療機関からの転職者を採用しても、施設内教育に留まり、訪問看護師に必要なスキルアッ　
　プのための研修を受講させる機会が少ない
　　→　訪問看護支援センター設置に向けた検討が必要
○機能強化型訪問看護管理療養費加算を取得している訪問看護ステーションが少ない
・重症度の高い利用者への看護や地域の保健医療機関の看護職員と交流する機会がない
○訪問看護ステーションの地域偏在があり、遠距離の訪問では不採算が生じる
○小児に対する訪問看護の体制が十分整っていない

今年度の目標
○中山間地域等における安定的な訪問看護システムの確立
○訪問看護支援センターの設置に向けた検討協議を行う（機能・規模・体制、予算）
○中山間地域等訪問看護師育成講座開設寄付金による訪問看護師の育成

【構想冊子p.35】

シートNO Ⅱ－ ５ 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課　前田

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ①中山間地域等の
訪問看護ステーションへの支援

②人材確保・育成

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

中山間地域等訪問看護師育成講座

・県立大学と協定締結
・4/27寄附講座開講【前期】
 新卒ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ２名、新任４名
全域枠5名
＊全域枠4/27～12/23
・研修による継続的な育成
・研修修了者に対するフォロー 
   アップ・学習支援者会
（偶数月1回予定）６/１開催

・10/５寄附講座開講【後期】

・３/15寄付講座閉講【後期】

・９/21寄付講座閉講【前期】

・派遣事業の開始
・あったか等の
 訪問看護活動の 
 調整

・訪問看護連絡協議会
 関係者間での会議
（奇数月１回の開催予定）
 5/28開催
・寄附講座参加者のＰＲ

中山間地域等訪問看護サービス
確保対策
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新卒者 新卒フォローアップ 新任期 その他 計

H27年度 後期 ー ー 6 5 11

前期 ー 5 5

後期 ー 3 11

前期 ー 1 8

後期 ー 0 13

前期 ー 0 9

後期 ー 0 9

前期 4 3

後期 4 7

前期 2 5

後期 2 4

H28年度 1 25

H29年度 6 28

H30年度 3 21

R元年度 2 2 22

R２年度 2 2 17

■ 寄附講座受講状況

■ 中山間地域等訪問サービス
  提供数

訪問看護支援
センターの設置に
向けた支援

第1回訪問看護推進協議会　
・訪問看護師育成状況　　　・サービス確保対策事業の検討
・退院支援事業等への医療機関、看護師、訪問看護師の参加誘導

ڳ
া



ে
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第２回訪問看護推進協議会　
・訪問看護師育成状況　　　・サービス確保対策事業の評価
・退院支援事業等への医療機関、看護師、訪問看護師の参加誘導
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予算協議
Ｒ４年度当初予算
へ計上
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件数 回数 前年度比

H25年度 746 3,979 

H26年度 908 4,933 24%増

H27年度 1,264 7,642 54.9%増

H28年度 1,470 9,055 18.5%増

H29年度 1,564 10,188 12.5%増

H30年度 1,340 9,285 8.8%減

Ｒ元年度 1,288 8,027 13.5%減

Ｒ２年度 1,306 8,340 3.8%増



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　地域ニーズに応じた介護サービス提供の体制づくり

目標値 第８期介護保険事業支援計画（R3～5）の在宅サービス見込み量に対する進捗状況  →（R5）１００％

現状

・特別養護老人ホーム入所待機者のうち在宅で待機：519人（R2.4.1現在）
・介護療養病床（介護療養型医療施設）は、令和5年度末が廃止期限となっている。
　R2.12月末現在の療養病床4,762床のうち、介護療養は304床となっている。※R3.3月末では263床
・20市町村（R2）において、事業所から遠距離の地域等の利用者に対する訪問介護や通所介護等
　のサービス提供に対し、介護報酬の上乗せ補助を実施

課題

・地域の特性やニーズ、特別養護老人ホーム入所待機者の状況等を踏まえた、地域の実情に応じた計画
的な介護サービスの確保が必要

・療養病床から高齢者施設への円滑な転換支援とともに、療養病床を有する病院は相対的に耐震化が遅
れており、防災対策上の観点も踏まえた転換支援が必要

・県内の多くを占める中山間地域では、多様な介護ニーズがありながら利用者が点在しているため、訪問
　サービス等の効率が悪く、サービス提供に対する支援が必要

今年度の目標
・介護施設等の整備支援：認知症高齢者グループホームほか：7カ所
・防災対策の観点を加えた転換支援
・中山間地域の介護サービスの確保

【構想冊子p.36】

シートNO Ⅱ－ ６ 第１回推進会議

作成課・担当 高齢者福祉課　橋本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 介護施設等の整備支援
療養病床から

介護施設への転換支援
中山間地域の

介護サービスの確保

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

【年間整備予定】
・認知症高齢者グループホームほか 
　７カ所（高知市ほか）

市町村に対してR4
年度事業実施に関
する意向調査実施

　
　
　
　
事
業
実
施
市
町
村
の
進
捗
状
況
の
把
握
、
管
理

【年間整備予定】
・医療療養からの転換予定140床
・介護療養からの転換予定387床

　
　
　
　
事
業
実
施
医
療
法
人
等
の
進
捗
状
況
の
把
握
、
管
理

医療法人等に対して
R4年度事業実施に関

する意向調査実施

20市町村に補助

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

・市町村・事業所に対

　し、R2年度の実施状　
　況調査実施

・事業効果検証

　（～8月下旬）績～７

市町村に対してR4
年度事業実施に関
する意向調査実施



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　在宅歯科医療の推進

目標値 ○訪問歯科診療が可能な歯科診療所数（Ｒ１）279か所 → （R５）290か所以上
○訪問歯科診療実施件数（H30）22,270件 → （R５）23,000件以上

現状

○在宅歯科連携室の活動
 相談対応、ＰＲ活動、訪問診療の実施等をとおして、在宅歯科医療における医科や介護等の分野との連携を図っている
○研修の実施
　研修等の実施により、在宅歯科従事者の知識・技術の向上を図っている。
○摂食嚥下評価を行う歯科医師14名養成

課題

○在宅歯科連携室を核とした在宅歯科医療の推進、今後増加する訪問歯科診療利用拡大への対応
・地域包括ケアを推進するため、在宅歯科にかかわる人材確保および資質の向上
・日々現場でケアを担う人材の能力向上
・３か所の受け持ちエリアの境目に近い地域の利用拡大

今年度の目標

○在宅歯科連携室を核とした在宅歯科医療の促進　
・医療、介護等の連携、相談窓口、訪問歯科診療の調整機能を強化　・訪問歯科診療の広報、啓発
○在宅歯科医療への対応力向上
・歯科医療従事者への対応力向上研修の実施　・未就労歯科衛生士の掘り起こしと復職支援

【構想冊子p.37】

シートNO Ⅱ－ ７ 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課・前田　健康長寿政策課・安岡　

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策
①在宅歯科連携室を核とした

在宅歯科医療の促進
②在宅歯科医療への

対応力向上

区分

４月

５月

６月

７月 　

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

連携室の稼働状況確認
歯科医師会との協議

（６～７月）

県歯科医師会と次年度
に向けた調整・協議

連携室の稼働状況
確認（10月）

ؙ
ؙ

؞
ଢ଼
ఊ
ভ
भ
৫
ಈ

ؙ
ؙ

؞
ঢ়
બ
ਃ
ঢ়
ष
भ
௰
ਖ
␟
ۅ
ۇ
ણ

␠

ؙ
ؙ

؞
ઁ
ਾ
ৱ
౫

ਛ 

ؙ

 

ଦ
ഘ

９月～

在宅歯科医療連携推進事業
（高知県歯科医師会）

在宅歯科連携室
運営事業連絡協議会

在宅歯科医療連携推進事
業（高知学園短期大学）

高知学園短期大学と
研修計画の打合せ

人材育成研修会の開催
９月頃から３回以上の

開催予定

ଢ଼
ఊ
ভ
৫
ಈ

高知学園短期大学と
次年度に向けた協議

歯と口の健康づくり推進協議会（８月） 

多職種連携協議
に関する検討
（８月頃）

マスメディア
等を活用した
連携室のＰＲ
（11～12月）

■在宅歯科連携室の活動状況

体制 高知の連携室 幡多の連携室 安芸の連携室

場所
高知県歯科医師会

館内

四万十市立市民病

院敷地内

安芸市社会福祉セ

ンター

スタッフ数
常勤１名

非常勤１名

常勤１名

非常勤１名
常勤１名

対応エリア

中央・高幡保健医

療圏（安芸・幡多

もカバー）

幡多保健医療圏 安芸保健医療圏

開設日 月～金 月～金 月～金

備考
安芸・幡多の不在

時の対応

スタッフ不在時に

は高知の連携室に

ＴＥＬ転送

スタッフ不在時に

は高知の連携室に

ＴＥＬ転送

■在宅歯科医療連携室の体制

■研修の開催状況

Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２

問い合わせ対応件数 469 549 625

訪問診療実施件数 238 197 210

ＰＲ実施件数 355 572 139

Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２

回数 ５回 ３回 ５回

参加人数 195人 140人 143人

回数 ３回 ９回 ５回

参加人数 146人 108人 30人

歯科衛生士

対象

歯科医師

対象

実施施設・地域
の拡大に向けた

次年度計画

歯科医師による
摂食嚥下評価を
行う（９月頃）ؙ
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歯と口の健康づくり推進協議会（２月） 



月 令和３年度の具体的な進め方【P】

在宅服薬支援事業 病院・薬局薬剤師の連携強化
１．多職種からの相談・情報提供事例

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第４期日本一の健康長寿県構想
　令和３年度　PDCAシート【年間計画（Ｐ）】

シートNO Ⅱ－ ８ 第１回推進会議

作成課・担当 薬務衛生課・澤田

支部での事例報告会
・多職種合同による意見交換等　

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　在宅患者への服薬支援の推進

目標値 在宅訪問実施薬局数（R1）183件（保険薬局の49%）　→　（R5）60%　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R5）どこに住んでいても必要なときに訪問薬剤管理を受けることができる

現状
・中央地域の薬局は約半数が在宅対応しているが、安芸・須崎・幡多は40％程度
・地域支援体制加算の算定要件が強化（R3.4.1から在宅対応実績12回/年以上）
・薬薬連携シートのFAXでの運用（R1～）、高知あんしんネット上で運用開始（R3.3）

課題

〇在宅対応の定着による対応地域の拡大
・ICTの活用による非対面型の服薬指導体制の整備が必要
・薬局が少ない地域外の薬局との連携体制の整備が必要
・在宅対応のできる薬剤師の育成
・在宅訪問薬剤師の養成、スキルの平準化、相談窓口の一元化
〇薬薬連携シートの活用
・高知あんしんネットでの運用を前提としたルールの作成

今年度の目標
・ICTを活用した非対面型での服薬支援体制の整備
・在宅訪問薬剤師養成のための研修の体系化と実施
・薬薬連携シートの活用のために必要な運用ルールの作成

【構想冊子p.38】

（在宅服薬支援事業「高知家お薬プロジェクト」
Ｈ30年度薬局からの事例報告より）

73%

36% 39%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

重複投薬
多剤投薬

理解
不足

支援
不足

●認知機能低下等による薬物治療
　内容の理解不足が見られる
●薬の数が多くて整理ができない
●独居等により服薬支援者がいない

医療・介護関係機関への周知（通年）

薬薬連携検討会
○薬薬連携シート事業検証
　・アンケートの実施
　・PDCAによる次年度以降の横展開
　・薬薬連携シートの活用拡大に向け
た協議

２．在宅訪問実績薬局

３．法改正等の動き
　　

（R2年度薬局機能に関するアンケート調査より）

（２）服薬改善が必要な理由（複数回答）

（１）事例数推移

28年度
南国市
香南市
香美市

29年度
高知市

中央東福祉
保健所管内

30年度
県全体

19

79

274

0

100

200

300

在宅訪問指導薬剤師研修会

・福祉保健所単位の進め方
・事例報告項目
・研修内容
・在宅訪問指導薬剤師養成研修
　スケジュール
・事業評価項目

・電話等による診療や服薬指導の開始
・オンライン服薬指導の制度化（R2.9月）
↓
薬局機能の知事認定制度開始（R3.8月）
（在宅対応等が認定要件）

薬薬連携検討会（適宜）

（病院・薬局薬剤師）
→ ・地域検討会のスケジュール
　　・地域での活動計画
　　・事業評価項目の検討

薬剤師会との協議（適宜）

薬
薬
連
携
シ
ー
ト
運
用
・
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ

安芸 中央東 中央西 須崎 幡多 高知市 計
保険薬局数（a） R3.2 28 55 39 27 41 183 373
在宅訪問実績あり H28.7 5 9 11 2 4 64 95
在宅訪問実績あり(b) R3.2 12 27 20 11 17 101 188

43% 49% 51% 41% 41% 55% 50%
8 16 17 5 9 80 135

29% 29% 44% 19% 22% 44% 36%

福祉保健所

b/a(%)
地域支援体制加算届出(c)

c/a(%)

ICT服薬支援
事業調整

ICT服薬支援事
業開始（～２月）

福祉保健所単位での事業説明会

・在宅訪問薬剤師養成研修会（福祉保健所単位）
・在宅訪問薬剤師のOJT研修
・薬薬連携地域検討会（福祉保健所単位）
　→地域勉強会のスケジュール、事業評価項目の設定

事例検討による
　・地域の実情把握と課題抽出
　・課題解決に向けた取組検討
　・多職種連携に係る研修会（福祉保
健所単位）



月 令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

ジェネリック医薬品の使用促進 重複・多剤投薬の是正
１．GE（ジェネリック医薬品）使用割合
目標：80％（R2.9）
○R3.1時点
全国：82.0％、高知県：79.1％（45位）
（46位東京 78.6％、47位徳島 78.0%）

　

２．服薬サポーター勧奨実績
（R2年度実績）

３．通知を受け取った方の薬局等への相談　
　状況（薬剤師・薬局に関する薬局来店者ア　　
　ンケート調査（R1高知県実施））　
・医療保険者から「GE医薬品差額通知」「重

複・多剤服薬通知」を受け取った方の相談
先（％）

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第４期日本一の健康長寿県構想
　令和３年度　PDCAシート【年間計画（Ｐ）】

シートNO Ⅱ－ ９ 第１回推進会議

作成課・担当 薬務衛生課・澤田

事業広報の強化（通年）　TVCM、新聞、ラジオ、広報誌等の検討

医療保険者との委託契約による薬局
薬剤師の個別の服薬支援等を開始

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　医薬品の適正使用等の推進

目標値

　後発医薬品の使用割合　（R1.9）75.1%　→（R5）国で検討中のKPIに準拠し設定（（R2.9）80%以上）
　患者の服薬情報の一元的・継続的な把握のため、ICTを導入している薬局
　　ICT導入薬局加入率　あんしんネット（幡多地域除く）（R1）34.8%、はたまるねっと(幡多地域）（R1）31.6%　→（R5）100%
　かかりつけ薬剤師としての役割を発揮できる薬剤師を配置している薬局数
　　（R1）202件（54.4%）　→　（R3.6）220件（58.2%）　→　（R4）60%（R4以降の目標値は国のKPIに準拠し再設定）

現状
・ジェネリック医薬品使用割合 79.0％（全国45位）　全国平均 81.9％（R2.12現在）
・ICT導入薬局加入率　あんしんネット（幡多地域除く）（R3.6）32.3%、はたまるねっと（幡多地域）（R3.6）58.5%
・1年間の使用割合の伸び率（3％）は全国3位（R1.12　76%→R2.12　79%）

課題 ・GE医薬品の使用促進（医療提供者側の理解や、医療機関におけるGE医薬品の使用を進めるためのさらなる環境整理が必要）
・患者QOLの向上（健康被害等が懸念される優先順位の高い通知対象者への勧奨が必要）

今年度の目標 ・国の新たな目標達成に向けて更なる後発医薬品の使用促進について検討を進める
・県薬剤師会との協働による服薬支援事業により市町村における服薬支援体制を構築

【構想冊子p.39】

○薬剤師会と医療保険者の委託契約
　締結に向けた協議
　・市町村等への事業説明、同意取得
　・委託契約（6月頃）

ジェネリック医薬品の使用促進及びポリファーマシー等に関
する講演会開催（２月）

・一般名処方、変更不可処方箋の減
・採用後発医薬品の公開

レセプト分析（6月～8月分）

分析結果を薬局等に通知

レセプト分析（１２月分）

高知県薬剤師会、医療保険者との協議（適宜）
・事業の進捗管理、PDCAサイクルによる事業評価等

・通知持参患者への対応、薬局と　
　の連携

病院・診療所の立入検査時に協力依頼（7月～2月）

分析結果を薬局等に通知

○変更不可処方箋の多い病院
　への訪問計画等

高知県保険者協議会での働きかけ強化

80.7

80.7

80.8

80.4

80.9

81.3

81.3

81.7

81.9

77.4 77.4

77.7

77.7

78.3

78.6

78.5

78.6

79

75
76
77
78
79
80
81
82
83

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

R2年度の使用割合(%)

全国

高知

高知県薬剤師会、病院薬剤会
及び県三者での検討・病院への
働きかけ、
県HPへのGE採用薬リスト更新、
地域フォーミュラリーの検討

3.3

2.9

医師 薬剤
師

未相
談

GE薬差額
通知

10.8 39.2 54.3

重複・多
剤通知

9.9 28.2 64.1

通知の発送月（保険者別）

GE 重複・多剤

国保 毎月 毎月

後期 6月、9月、12月、3月 左記を除く月

協会けんぽ 8月、2月 未定

国保 67,979 501 348 153(31%） 13（3%）

後期 39,706 1,611 1,287 324(20%) 749（46%）

協会けんぽ 45,882 - - - -

計 107,685 2,112 1,635 377(23%) 588（35%）

国保 10,260 175 110 65(37%) 24（14%）

後期 8,000 1,157 897 260(22%) 530（46%）

協会けんぽ - - - - -

計 18,260 1,332 1,007 281(24%) 485（42%）

通知別 保険者別 通知者数 勧奨人数
通知を
確認済

通知未開封
（割合％）

電話勧奨効果
が期待できる方
（勧奨した人に
対する割合）

ジェネ
リック

重複・
多剤

高知県保険者協議会での取組実績等の確認

有識者及び医療関係職種による後発医薬品安全使用推進協議会開催（3月）
①事業評価（PDCA等）、②次年度の事業実施に向けたアドバイス

服薬サポー
ターによる電
話勧奨

４．法改正等の動き（再掲）
　薬局機能の知事認定制度開始（R3.8月）
　（在宅対応等が認定要件）



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　総合的な認知症施策の推進

目標値

現状

課題

今年度の目標

【構想冊子p.40､41】

シートNO Ⅱ－ 10 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課　三宮

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策
認知症に関する

普及啓発・予防の推進
認知症の早期発見・医療

体制の充実
地域で安心して生活できる

支援体制の充実

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

市
町
村
を
通
じ
て
認
知
症
の
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
が
で
き
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
（65
歳
、
75
歳
到
達
者
）

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

　高知新聞広告スペースを用いた広報
　認知症サポーター養成講座

あ
っ
た
か
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
や
地
域
の
通
い
の
場
へ
の
参
加
促
進

（かかりつけ医）　

対応力向上研修　

（薬剤師）

（かかりつけ医
フォローアップ）①　

（かかりつけ医
フォローアップ）②　

（歯科医師）

（医療従事者）

認知症カフェ研修
（支援者、一般県民向け）　

若年性認知症フォーラム
（一般県民、企業向け）　

連絡協議会　

  ・疾患医療センター
  ・若年性認知症支援　
　コーディネーター　

連絡協議会　

連絡協議会　

サポート医養成研修
　（全６回予定）

キャラバンメイト養成研修

認
知
症
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
相
談
窓
口

あ
っ
た
か
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
や
地
域
の
通
い
の
場
へ
の
参
加
促
進

R４年度予算に
向けた認知症カフェ

設置状況調査

認知症カフェ設置
状況調査

高齢者見守り対策
機器導入支援

高知県警との行方
不明高齢者の早期
発見に向けた協定

の締結

・ 認知症サポーター数　　（R1）61,980人→（R5）80,000人
・ 認知症サポート医　　（R1）103人→（R5）　　150人
・ 認知症カフェ　　（R1）24市町村→（R5）全市町村
・ かかりつけ医認知症対応力向上研修受講率　　（R1）29.2％→（R5）50％

・ 認知症サポーター数　（R2年度末：65,326人）　　
・ 認知症サポート医　（R2年度末：107人）
・ 認知症カフェ（R2年度末:25市町村105箇所）　
・ 令和3年3月に「高知県認知症施策推進計画」を策定

・ 認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、県民に認知症に対する理解をさらに深めてもらう
ことが必要

・ 認知症の早期発見、早期診断、早期対応のためのゲートキー パー機能の強化が必要
・ 認知症高齢者が増加する一方、地域には元気な高齢者も多数おり、こうした元気な高齢者等による地域での見守り

や支え合いなどの生活支援体制づくりが必要

・ 認知症サポーター数：70,000人　　・ 認知症サポート医　122人
・ ICTを活用した行方不明高齢者を早期に発見するしくみの構築
・ 高知県警との行方不明高齢者の早期発見に向けた連携推進に関する協定締結　 　

（看護職員）

チームオレンジコーディネーター研修



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　
　障害の特性等に応じた切れ目のないサービス提供体制の整備
　（医療的ケア児等への支援）

目標値 ・医療的ケア児等コーディネーター人数　（R1）30名→（R5）120名
NICU等から退院後、医療的ケア児とその家族がコーディネーター
による支援を受けている割合　（R5）100%

現状

（あるべき姿）①医療的ケア児とその家族が医療的ケア児等コーディネーターからの支援を受けられている。／②医療的ケア児を受け
入れることができる事業所等（短期入所事業所（医療型）、児童発達支援事業所や放課後等デイサービス）や保育所などが確保され
ている。
（現状）①医療的ケア児等コーディネーターの養成が行われている（R2末：51名）。／事業所等は高知市を中心に一定確保できている。
保育所等へ訪問看護師を派遣することにより継続的な通園を確保されている。

課題 ①養成した医療的ケア児等コーディネーターを医療的ケア児とその家族とマッチングさせるための仕組みができていない。
②特別支援学校等でケアが困難な医療的ケア児や、中山間地域に居住する医療的ケア児の居場所の確保。

今年度の目標 ①重症心身障害児者・医療的ケア児等支援センターの設置及び運営。医療的ケア児等支援コーディネーターの継続的な養成。
②訪問看護師が派遣できる対象施設の拡充。

【構想冊子p.42】

シートNO Ⅱ－ 11 第１回推進会議

作成課・担当 障害福祉課　村山、山本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 医療的ケア児とその家族への支援体制の充実

区分 1．重症心身障害児者・医療的ケア児等
支援センターの設置

2．医療的ケア児等コーディネーター
の養成

3．医療的ケア児を受け入れることが
できる事業所等の確保など

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

    

重
症
心
身
障
害
児
者
等
支
援
体
制
整
備
協
議
会
（
年
２
回
程
度
）
・
入
所
調
整
会
議
（
年
４
回
程
度
）

    

医
療
的
ケ
ア
児
及
び
重
度
の
障
害
の
あ
る
子
ど
も
の
支
援
検
討
会
（
年
２
回
）

県
協議会

高知市
協議会

    　
　

研
修
企
画
会
議
（
３
～
４
回
程
度
）

医療的ケア児等
コーディネーター養成研修

研修実施
(4日間)

R1-2受講者数：51名
（内訳）
相談支援専門員等：28名
看護師：14名
保健師：8名
助産師：1名

研修内容
（前半２日）
講義（医療、福祉等）
（後半2日）
演習、事例検討
（受講者想定数）
コーディネーター30名
支援者30名

事
業
の
活
用
に
向
け
て
市
町
村
等
と
の
協
議

（通年）

・訪問看護師による介
護者のレスパイト
・保育所等への訪問看
護師の訪問支援
・病院受診への訪問看
護師の同行
（医療的ケア児等支
援事業）

医療的ケア児を受け入れることが
できる事業所等の確保

医療機関において短期
入所サービスを提供し
た場合の支援（重度
障害児者短期入所利
用促進事業）

医療機関での短期入
所時にヘルパーによる
付き添いを支援（重度
障害児者ヘルパー利用
支援事業）

第1回
協議会

第2回
協議会

　
　

医
療
的
ケ
ア
児
等
の
家
族
及
び
支
援
者
を
総
合
的
に
支
援
す
る
セ
ン
タ
ー
の
設
置
（
社
会
福
祉
法
人
へ
委
託
）

重症心身障害児者・医療的ケア児
等支援センターの設置

新 4/1
契約締結

パ
ン
フ
レ
ッ
ト

作
成

関
係
機
関
訪
問

医
療
的
ケ
ア
児
等
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
派
遣
調
整
等
（
随
時
）

医
療
的
ケ
ア
児
等
の
家
族
等
か
ら
の
相
談
へ
の
対
応
（
随
時
）

医療的ケア
児等コー
ディネーター
の派遣

　
　

医
療
的
ケ
ア
児
等
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
派
遣
（
随
時
）

新



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　障害の特性等に応じて安心して働ける体制の整備

目標値
・法定雇用未達成企業の縮減　 (R1）   　　　　　　　　　　　　　
・テレワークによる新規就職者数(H30) 　  　　　　　　　　　　
・農福連携の新規従事者数　　　(R1)   　 　　　　　　　　　　  
・短時間勤務雇用による新規就職者数   　　　              　  　

現状

・障害者の就職者数：617人【R1】  ※年々増加傾向にあり８年連続で過去最高を更新（R２年度は、565人に減少。６月高知労働局発表予定）

・本県の法定雇用率達成企業の割合：62.7%　※全国6位【R2】　
・県内の法定雇用率未達成企業（199社）のうち、障害者雇用が0人の企業の割合：62.3%（124社）【R2】　
・平均勤続年数：一般労働者12.4年、精神障害者3.2年、知的障害者：7.5年、身体障害者10.2年
・新規求職申込件数：精神障害者 586件(11.2%増） 知的障害者 221件(16.3%増) 身体障害者 348件(3.1%減)【R1】　
・法定雇用率の算定対象とならない、週20時間未満の短時間勤務はまだ進んでいない。（厚生労働省で議論開始（4/23～）。）

課題
・法定雇用率未達成企業を中心に障害者雇用への理解を促進することが必要。
・令和３年３月から障害者の法定雇用率が引き上げられた（2.2%⇒2.3%）ことから、新たな対象企業への訪問・啓発が必要。
・実践的な能力を身に付けるには、訓練期間の拡充が必要。障害のある労働者の職場定着への支援の強化が必要。
・障害者の就労機会のさらなる拡大を図るためには、それぞれの特性に応じた多様な働き方を可能にすることが必要。

今年度の目標
・法定雇用未達成企業の縮減　　35%
・テレワークによる新規就職者数　　10人/年以上
・短時間勤務雇用による新規就職者数　　10人/年以上

【構想冊子p.43】

シートNO Ⅱ－ 12 第１回推進会議

作成課・担当 障害保健支援課

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 企業における障害者雇用の推進 障害者の実習・職業訓練の拡充 多様な働き方の推進

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

38.5% 
  4人 

　25人　

→
→
→

（R5）30%未満 
（R5）20人/年以上
（R5）75人/年以上
（R5）50人/年以上

○障害者職業訓練コーディネーター・コーチ　
　３人が法定雇用義務未達成企業を中心に　
　した訪問を行い、障害者雇用を要請。
　※法定雇用義務の対象企業：533社　
　　訪問企業の目標：420社

①企業訪問時に、職場見学・実習・職業訓
　練を要請
②拡充した実践能力習得訓練（2月⇒6月)　
　の活用促進

・福祉施設から一般就労へ移行した人数（H30）87人→（R5）400人以上

・ハローワークを通じた就職者数（H30）598人→（R5）800人/年以上

障害者側のニー
ズﾞ調査（工賃向上
計画のヒアリング ゙
に併せて実施）

調査結果を踏まえ
た新たな対応の検
討及び実施

企業側の意向
調査（企業訪問時
に併せて実施）

Ｂ型事業所の在宅就
業実施体制の構築
（在宅就業支援体制フォロー
アップﾟ事業）

①しまんと創庫
(四万十町)

②ぴーす
(四万十市西土佐)

テレワーク

第２回ﾃﾚﾜー ｸ
合同企業説明会

第３回支援員向け研修
第４回支援員向け研修

第１回テレワーク研修

第１回ﾃﾚﾜー ｸ
合同企業説明会

第１回お試しテレワーク
第１回支援員向け研修

テレワークで障
害者を受け入
れる県外企業
の開拓

就労体験

実践能力習得訓練

就労

　　　　　障害者雇用の意義やポイント等を紹介する「障害者雇用促進セミナー」を開催
　　　　　（法定雇用・短時間雇用関係）

○法定雇用率の引上げに伴う新規の法定雇用義務の対象企業を訪問し、障害者　
　 雇用及び職業訓練等の活用を要請

【参考】
実践能力習得訓練
・令和２年５月末：２件
・令和３年　〃 　：６件
（うち１件は、農園で４月間の
実践訓練）

企業訪問時に、
①短時間勤務雇　
　用の導入の要請
②特例給付金等　
　(高･障･求：月額
　５千円or７千円）　　
　の普及啓発

短時間勤務雇用

第２回お試しテレワーク
第２回支援員向け研修

第３回お試しテレワーク
第５回支援員向け研修

第２回テレワーク研修

※高知労働局が「令和２年度ハローワーク　
　を通じた障害者の職業紹介状況等」を公表

※高知労働局が「令和３年障害者
　雇用状況の集計結果」を公表

実践能力習得訓練

就労

企業訪問時に、定着支援に向け
たジョブコーチ支援制度等の周
知を行う。

○障害者雇用優良事業所等表彰
　（厚生労働大臣表彰、知事表彰等）

　　　　　「障害者職業能力開発情報交換会」を開催　　　

第４回お試しテレワーク
第６回支援員向け研修

・福祉施設から一般就労へ移行した人数100人/年以上

・ハローワークを通じた就職者数600人/年以上(R2：565人)



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　
　障害の特性等に応じて安心して働ける体制の整備
（農福連携の推進）

目標値 ・農福連携の新規従事者数 　　（R1)  　25人　→　（R5） 75人/年以上             　  　

現状

・農業に従事している障害者等の推移：Ｈ３１．１：２６３人、Ｒ２．３：４００人、Ｒ３．３：５０２人（環境農業推進課調べ）
・個別の就農に向けたマッチング支援を中心に、施設外就労の支援も行う農福連携支援会議の設置数　
　Ｒ２：５地域　⇒　Ｒ３：８地域11市町村（高知市、室戸市、安芸市、南国市、土佐市、須崎市、嶺北地域（４町村）、四万
　　　　　　　　　　　十町）　　　※Ｒ３．６に幡多地域（６市町村）で設置予定。９地域17市町村に。
・農福連携支援会議におけるマッチングに向けた支援の実績
　　高知市：９カ所の農家やＪＡ出荷場等で１８人（R３．３時点）
　　安芸市：２７カ所の農家やＪＡ出荷場等で８２人（R３．４時点）
・安芸市では、就農後の定着支援を行うためJA高知県安芸地区が農業就労サポーターを配置

課題

・農業と福祉双方の一層の理解促進及び農福連携を推進する機運の醸成が必要。
・各地域の実状に応じた支援組織（農福連携支援会議）の立ち上げが必要。
・マッチングに向けた支援の強化が必要。
・就農後の定着を支援するサポートが必要。

今年度の目標 ・ 農福連携の新規従事者数　75人/年以上

【構想冊子p.44】

シートNO Ⅱ－ 13 第１回推進会議

作成課・担当 障害保健支援課

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ニーズの把握 マッチング支援 定着支援

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○設置後間もない農福連携支援会議　
　が円滑に機能するよう、先進地域の　
　情報提供及び農業側（ＪＡ等）と福祉　
　側（就労継続支援事業所等）の相互
　理解の場を設けるほか、マッチング

　の手法等について協議（室戸市、　
　南国市、土佐市、須崎市）

○設置後事例を重ね、既に自立した
　運営を行っている支援会議につい
　ては、地域ごとの手法により、マッ　

　チングを支援（高知市、安芸市）

○農業就労サポーター（1名、JA安芸　
　地区管内）
　職場を定期的に訪問して障害者ら　
　と一緒に農作業を行い、安心して働
　き続けられる環境づくりを支援。

農福連携イベント
（農福マルシェ）の
開催（１回目）

農業側、福祉側の双方に対して農福
連携のニーズ調査
（施設外就労及び個別一般就労）

○新たに農福連携支援会議が設置さ
　れる幡多地域の立ち上げを支援

・農福連携促進
コーディネーター
の配置（対象：施
設外就労）
Ｂ型事業所とＪ
Ａ無料職業紹介
所を訪問。相互
の情報交換を
促進し、マッチ
ングを支援。

障害者職業訓練
コーディネーター
の配置（対象：個
別障害者）
委託訓練実施
につなげるとと
もに、訓練中の
支援や、訓練修
了後の就職を
支援。

支援会議未設置地域の意向確認
及び設置支援（仁淀川地域等）

農家、就労支援事業所
等の相互理解を目的に
農福連携サミットを５
カ所で開催
（時期未定）

第１回高知県農福連携支援調整会議（別添）の開催・高知県農福連携推進マニュアルの策定

第２回高知県農福連携支援調整会議

①農作業体験会

②就労体験、試行就労受入
     体験、訓練

③就労

※②を段階的に活用すれば､
　訓練期間は、最長８ヶ月

○農福連携就労定着サポーターの配
　置（1名、県内全域を担当）
　障害特性を踏まえた作業指示や配　
　慮事項等をアドバイスし、障害者の
　職場定着を支援。

活動の中で入手した情報や課題は、
地域の支援会議で共有して対象者
の支援につなげる。

○就労支援事業所や障害者就業・生活　
　支援センターによる定着支援の実施

農福連携イベント
（農福マルシェ）の
開催（２回目）

○就労支援事業所に定着支援サービ　
　スの提供の意向確認（工賃向上計画　

　のヒアリング ゙ に、併せて実施）

○農福連携に取り組んでいる農家の情
　報交換会の開催（時期未定）



柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　ひきこもりの人への支援の充実

目標値

・新規相談件数　　（R2）152件 →（R5）200件/年以上　

・市町村におけるひきこもりのケース会議の実施　　（R1）10市町村 →（R5）全市町村
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・居場所等の支援につながった件数　　（R2）81件 →（R5）100件/年以上
・中間的就労等を経て就労した人数　　（R2）１人 →（R5）10人/年以上

現状

・ひきこもり実態把握で把握できたひきこもりの人の人数は692人。市町村に本人や家族からの相談はほとんど来ない。
・ひきこもりの背景の多くに医療的なケアが必要な状況がある。
・ひきこもり地域支援センター（精神保健福祉センター）や福祉保健所による市町村の個別ケース検討会への支援を実施。
・ひきこもりピアサポートセンターによる相談支援を実施。

・県が支援している当事者の居場所は、県内4箇所。ひきこもり者等就労支援コーディネーターや就労体験拠点設置事業による就労
支援を実施。

課題

・特に都市部では、ひきこもりが表面化しづらい傾向にあり、支援者の手が届きにくい。このため、ひきこもりの人やその家族に身近に
相談支援窓口があることを周知していくとともに、ひきこもりの人への正しい理解を普及するための啓発を行う。
・市町村と県が役割分担し、複合的な課題を抱えるケースや困難ケースに、包括的に対応していく。
・ひきこもりの人への適切なサポートを行うため、相談支援関係者への専門的知識や支援に関する情報提供を行う。
・地域の社会資源を活用するための工夫や、ひきこもりの人の希望に応じた社会参加につながる環境づくりが必要。

今年度の目標
・全ての市町村に相談支援の窓口の設置と、多機関による支援のネットワーク化による市町村における相談支援体制の充実。

・新規相談件数　200件以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・市町村におけるひきこもりのケース会議の実施　　15市町村 
・居場所等の支援につながった件数　　90件以上　　　　　　　　　　・中間的就労等を経て就労した人数　3人以上

【構想冊子p.45】

シートNO Ⅱ－ 14 第１回推進会議

作成課・担当 地域福祉政策課　中村・田村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 広報・啓発
相談支援窓口の設置と

市町村の支援体制の後方支援
社会参加に向けた支援

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

高
知
市
３
・
宿
毛
市
・
大
月
町
・
黒
潮
町
２

　
　
　
　
　
　
　
　

支
援
の
流
れ
・
面
談
→
登
録
→
支
援
計
画
作
成
→　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

支
援
（
面
接
相
談
・
所
内
作
業
・
就
労
体
験
・
就
労
訓
練
）
→

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

就
職
支
援
→
就
職
ア
フ
タ
ー
フ
ォ
ロ
ー

居場所の設置　
７箇所

就労体験事業所・
認定就労訓練事業所
の開拓（通年）

就労支援コーディネーター
による支援（通年）
（インセンティブ制度）

　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
支
援
員
に
よ
る
支
援
（
通
年
）　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ブ
ロ
ッ
ク
別
自
立
相
談
支
援
機
関
連
絡
協
議
会
（
５
箇
所
）　

支援者連絡会
（ブロック別３か所）

人材育成研修
①②

人材育成研修③

つながるフェスタ

家族サロンの支援
（通年）

ひきこもり地域支援
センター

自立相談
支援機関

市町村等へのスー
パーバイズの展開
（通年）

人材育成研修④

講演会

　

ブ
ロ
ッ
ク
別
ケ
ー
ス
検
討
会
、
連
絡
会
（
２
回×

５
ブ
ロ
ッ
ク
）

市町村への後方支援
関係機関との個別ケース検討会

（通年）

福祉保健所

　

ピア相談活動
（通年）

ひきこもりピア
サポートセンター

関係機関と連携し
たアウトリーチによる
支援等（通年）

ひきこもりの正しい
理解を普及するた
めの啓発、地域との
意見交換会（通
年）

民生委員研修会

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

広
報
実
施
（
啓
発
・
相
談
窓
口
周
知
）

広報事業
契約

市町村へ
ひきこもり支援
体制等の説明

第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

支援窓口の
周知など



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　自殺予防対策の推進

目標値
・自殺対策計画策定市町村数（R１）27市町村⇒（Ｒ５）全市町村
・かかりつけ医等うつ病対応力向上研修受講者
　　　　　　　　　　　　　　　　（～Ｈ30）554人⇒（Ｒ５）90人／年以上
・こころのケアサポーター養成人数（Ｒ１）775人⇒（Ｒ５）2,500人以上

現状

・Ｒ元年の自殺者数：121人（人口動態統計）
　　⇒H22以降200人を下回り減少傾向であり、前年から５人減少しているが、年代別では20歳代と65歳以上が増加傾向。
・Ｒ２年の自殺者数：132人（警察庁統計）
　　⇒前年から２人減少（女性３人減、男性１人増）。　※　全国的には、4.5％（女性は15.4％）の増加。
・Ｒ３年１月～４月の自殺者数：47人（警察庁統計）
　　⇒前年から８人増加。　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※  全国的には、11.2％（女性は26.0％）の増加。
・自殺の原因動機別では、①健康問題（38.7％）、②経済・生活問題（9.8％）、②家庭問題（9.8％）の割合が高いが、原因不詳も３割。　
　①健康問題では、うつ病を中心に精神疾患のある人が多い。(厚生労働省｢地域における自殺の基礎資料」）

課題
・自殺に至る原因動機は、健康問題が約４割であるが、経済・生活問題や家庭問題など、様々な要因が複合的に関連しているため、
　一つの相談窓口では対応が不十分。
・原因動機が不詳な方の割合も約３割と高いため、どこにも誰にも相談できず支援につながっていない方がいると考えられる。
・妊産婦や高齢者、自殺未遂者等の自殺のリスクが高い層が存在。

今年度の目標 ・かかりつけ医等うつ病対応力向上研修受講者：90人/年以上
・こころのケアサポーター養成人数：200人/年以上

【構想冊子p.46】

シートNO Ⅱ－ 15 第１回推進会議

作成課・担当 障害保健支援課　田村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○自殺対策推進センター（精神保健福祉セン
　ター）での相談対応等（通年）

○福祉保健所の業務検討会での　
　妊産婦・高齢者事例への助言　
　（精神保健福祉センター）（随時）

・県全体における自殺者数（Ｈ30）126人⇒（Ｒ４）100人未満

自殺予防に向けた普及啓発及び相談支援体
制の充実

妊産婦､高齢者､自殺未遂者等
のハイリスク層への支援の充実

地域のネットワークの連携・強化

○ＨＰ上でストレスチェックできる自己診断ツー
　ルの提供（通年）

○「ゲートキーパー養成研修実施者テキスト」の
提供（6月末）⇒市町村等がテキストを基に研修

○「くらしとこころ・つながる相談会」：弁護
士会､司法書士会と共催で､経済・生活問題､
心や体の健康相談を実施（年２～３回）

○自殺予防週間（9/10～16）における啓発
・テレビCM（38本）、のぼり旗・横断幕・ポスター
　掲示等～夏休み明け対策

○「かかりつけ医等心の健康対応力向
　　上研修」（県医師会に委託）

・「うつ病対応力」「思春期精神疾患対
応力」の向上（高知市とそれ以外の２箇所）

○「ゲートキーパー養成テキスト実践活用研修」
　：市町村、福祉保健所等の職員対象(９月中旬)

○自殺対策強化月間（３月）
・テレビCM（62本）、・公用車へのマグネット貼付

○新型コロナに関する「こころのケアの相談窓口」　　

　の設置及び周知（新聞広告(12回)、テレビＣＭ(68本)、
　ＨＰ、Yahoo広告等）（通年）

○「高齢者こころのケアサポー　

　ター養成研修」（県社会福祉士会
　に委託）

　・心の健康づくりと、うつ病の
　　早期発見につなげる。
　・５回（高知市３、東部１、西部１）

○若年者向けゲートキーパー養成研修
　：高知大学・県内の高校

○周産期メンタルヘルス
　研修会
・対象：精神科医、産婦　
　人科医、小児科医等

○自殺未遂者支援研修
・対象：救急医療機関、
　　精神科医療従事者、　　
　　福祉保健所、市町村

○「ひだまりの会」講演会
　（11月頃、幡多地域）

・対象:自死遺族、支援者

○「ひだまりの会」交流会
　（12月頃、幡多地域）

○県自殺対策　
　計画

○市町村自殺　
　対策計画

○福祉保健所における市町村自殺
対策計画連絡会への支援
　・管内市町村に対し、福祉保健所
　　とともに市町村自殺対策計画の
　　進捗管理及びアドバイス

○自殺・依存症対策ネットワーク会議
　・自殺・依存症対策に関する実践・取組
　の共有等を行い、支援機関の連携の
　促進を図る。(5/27)

○第１回自殺対策連絡協議会
・県の自殺対策行動計画取組
　について協議　
・Ｒ２年度自殺者の動機・原因
　の分析
・産後（周産期）うつ病対策の
　検討（８月中旬～）

※産後（周産期）うつ病対策の検討
・精神科医療機関に勤務している心理士
を産婦人科医療機関へ派遣し、心理面接
等を実施

○自殺対策強化事業費補助金
・市町村（補助率1/2～10/10）
　　パンフレット作成やゲート　　
　　キーパー養成研修など
・民間団体（上限100万円）
　　対面相談事業等



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　依存症対策の推進

目標値

・依存症地域生活支援者研修受講者
　　　（～Ｒ１）174人⇒（Ｒ５）総数400人以上
・ギャンブル等依存症を治療する中核的な医療機関
　　　（Ｒ５）県内に１か所以上
・かかりつけ医等依存症対応力向上研修受講者
　　　（～Ｒ１）95人⇒（Ｒ５）総数200人以上

現状
・精神保健福祉センター及び各保健所での依存症の相談件数が増加傾向にある（Ｈ29：851件，Ｈ30：1211件）
　相談件数は、アルコール依存症、ギャンブル等依存症、薬物依存の順に多い。
・アルコール使用による疾患で入院している患者数（人口10万人当たり）は、Ｒ元年度21.63人で全国第２位（全国平均8.00）
・ギャンブル等依存症に関する相談は、保健所及び市町村（Ｈ30：29件）よりも精神保健福祉センター（Ｈ30：297件）が多い。

課題
・より身近な場所である保健所や市町村等で依存症への相談対応ができる体制が必要。
・依存症専門医療機関の確保及び整備が必要（現在、海辺の杜ホスピタルがアルコール依存症に係る専門医療機関）。
・相談件数が最も多いギャンブル等依存症への支援、普及啓発活動が必要。

今年度の目標
・依存症地域生活支援者研修受講者：40人以上
・ギャンブル依存症の専門医療機関：１か所の指定。
・かかりつけ医等依存症対応力向上研修受講者：30人以上

【構想冊子p.47】

シートNO Ⅱ－ 16 第１回推進会議

作成課・担当 障害保健支援課　田村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 普及啓発及び相談支援体制の充実 治療体制の整備 連携協力体制の構築

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○依存症相談拠点(精神保健福祉センター）での
　相談対応等(通年）

○自殺・依存症対策ネットワーク会議
・多様化するアディクションや薬物等　
　関連問題に対する円滑な連携や支
　援を図る（自殺対策ﾈｯﾄﾜｰｸ会議と
　合同）(5/27)

・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合
　　（Ｈ28時点）男性16.4％、女性9.3％
　　　⇒　（Ｒ５）男性15％以下、女性７％以下

○専門医療機関・依存症に関する正しい知識な　
　どを周知（ＨＰ、ＳＮＳ、リーフレット等）（通年）

○ギャンブル等依存症問題啓発週間（5/14～20）
　・ポスター掲示、ＨＰ、ＳＮＳの活用

○依存症に取り組む民間団体等への支援
　（依存症対策支援事業費補助金）

○第１回アディクションフォーラム実行委　
　員会（年４回）
・啓発事業の企画、フォーラム内容の検討

○第２回実行委員会

○第３回実行委員会

○アディクションフォーラム（オンライン開催）
・対象：県民、関係機関、自助団体等
・講演会や自助グループの活動紹介等

○第４回実行委員会（振り返り）

○依存症相談支援者研修会(7/9)
・対象：市町村、福祉保健所、医療機関、社協、　

　　地域包括支援ｾﾝﾀｰ等や自助グループ
・内容：依存症関連問題

依存症相談支援者研修会(1/25)
・対象：市町村、福祉保健所、医療機関、社協、　
　地域包括支援ｾﾝﾀｰ等や自助グループ
・内容：ギャンブル等依存症

○依存症地域生活支援研修会
・対象：ケースワーカーや社協職員など依存
　症患者等に対応する可能性がある者
・目的・依存症患者の早期発見や早期介入
※徳島県の依存症治療拠点機関「藍里病院」から

○依存症の専門医療機関・治
　療拠点機関の募集（通年）
・目的：依存症の医療提供体制　
　を充実

○依存症治療指導者養成研修　
　の周知及び推薦
　・依存症対策全国センターの
　　研修への精神科医師等を派　
　　遣（受講が専門医療機関の選定　
　　要件の１つ。Ｒ３はリモート研修）

○県内の依存症専門医療機
　関連絡会の開催
・目的：専門医療機関同士の
　情報共有及び連携。

○依存症家族プログラムの実施（年６回）

○かかりつけ医等依存症対応
　力向上研修（県医師会に委託）

・アルコール依存症に加え、
　ギャンブル等依存症に係る
　研修も実施（Ｒ３～）

○ギャンブル等依存症に専門
医療機関１箇所の選定

○「県ギャンブル等依存症対策推進
　　計画」のパブコメ（30日間）

○「県ギャンブル等依存症対策推進
　　計画」に係る知事レク

○第１回ギャンブル等依存症対策推
　進協議会（6/14）
　・「県ギャンブル等依存症対策推進
　　計画」の協議

○県計画の策定

○第２回ギャンブル等依存症対策推
　進協議会
　・計画の進捗状況の報告等

○「県ギャンブル等依存症対策
　推進計画」を県議会に報告

○第２回アルコール健康障害
　対策連絡協議会
　・県計画中間見直し案協議

○第１回アルコール健康障害
　対策連絡協議会
　・県計画中間見直し意見聴取

○「県アルコール健康障害対策
推進計画」のパブコメ（30日間）



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　地域医療構想の推進

目標値 回復期機能の病床数　（H30）1,840床　→　（R5）2,872床　　（ 地域医療構想の必要病床数（R7）3,286床 ）

現状

病床数は全国一位であり、特に療養病床は全国平均の2.5倍であるが、その他の高齢者施設は全国下位。
介護療養病床の廃止（2023年）を踏まえ、介護医療院等への転換を進め、令和2年度末時点では介護療養
病床の約9割の転換が完了し、療養病床（慢性期）は一定減少。　
　目標値　回復期機能の病床数　（R2末）1,935床

課題
急性期、慢性期は過剰であるが、回復期は不足しており、病床機能の転換が必要。
地域によっては、必要な医療提供体制が確保されることを前提として、将来の医療需要に応じて病床のダ
ウンサイジングが必要。

今年度の目標
病床の機能分化・連携・ダウンサイジングの支援や地域医療構想調整会議での協議等を通じて、地域地域
において、将来の医療需要に応じた適切な医療提供体制の構築を図る。
　目標値　回復期機能の病床数　（R3）2,459床

【構想冊子p.48～49】

シートNO Ⅱ－ 17 第１回推進会議

作成課・担当 医療政策課　原本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 地域医療構想の推進

区分
病床の機能分化・連携・ダウンサイジング

に向けた支援
地域医療構想調整会議等

における協議

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

各医療機関

からの病床
転換の相談

対応
（随時）

【定例会議】

（医療・介護関係者、住民等
幅広い委員の会議）地域の
実情を広く協議し、共通認識

を図るために実施。

※日本一の健康長寿県構想
推進協議会に併せて実施　

【随時会議】

（地域の病院の院長等の医
療関係者を中心とした会議）

地域の医療提供体制や病床
の機能分化の状況、公立・公
的医療機関等の役割などに

ついて随時協議を開催
（必要に応じて随時開催）

補助金等による病床の機能分
化・連携・ダウンサイジング等

への支援策の実施

活用見込み調査

県医師会協議

厚労省報告

R4年度予算化に
向けた活用
見込み調査

・病床機能報告や見込み調査結果等　
　をもとに、2025年の医療提供体制の
　構築に向けた課題を分析
・支援策の改善及び新たな支援策等
　を検討
・分析結果は、調整会議等でも共有

構想との

整合性を
地域医療
構想調整
会議での

協議
（随時）

R3病床機能
報告開始

厚労
省の
病床
削減
補助
金の
活用
調整



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　救急医療の確保・充実

目標値

・救急車による軽症患者搬送割合                 　（H30）45.8％　→　（R5）40％
・救命救急センターへのウォークイン患者割合　（H30）67.7％　→　（R5）65％
・救命救急センターへの救急車の搬送割合    　（H30）40.3％　→　（R5）30％
・救急車搬送時の照会件数４回以上の割合   　（H30）2.2％  　→　（R5）1.8％

現状 ・三次救急医療機関に県全体の救急車搬送の４０．２％（Ｒ１）が集中

・救急車搬送患者のうち４４．８％（Ｒ１）が軽症患者

課題
・三次救急医療機関と二次救急医療機関の役割分担と連携
・救急医療体制の強化（二次救急医療機関の機能低下）
・地域の救急医療機関等の医師不足

今年度の目標

・こうち医療ネット、救急救命センター、ドクターヘリなどを年間の通して円滑な運営をおこなうとともに、救急
医療機関間の連携強化を進め、適切な救急医療体制を維持する。

・三次救急医療機関への軽症患者割合の低減に向けた適正受診の啓発に継続して取り組む。
  目標値 　・救急車による軽症患者搬送割合　               　 （R3）42.32％
　　　　 　   ・救命救急センターへのウォークイン患者割合　 （R3）66.08％
               ・救命救急センターへの救急車の搬送割合     　（R3）34.12％
               ・救急車搬送時の照会件数４回以上の割合     　（R3）1.96％　　　　　　　　　　　

【構想冊子p.50】

シートNO Ⅱ- 18 第１回推進会議

作成課・担当 医療政策課　原本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 救急医療の確保・充実
適正受診の継続的な

啓発と受診支援

区分 救急医療の確保・充実 適正受診の啓発

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

□救急車搬送における傷病程度別搬送構成比

□三次救急医療機関への救急車搬送割合

□三次救急医療機関へのウォークイン患者割合

□ドクヘリ出動件数

□ドクヘリ消防本部別出動件数

死亡 重症 中等症 軽症 その他 計
H23 1.7% 17.3% 33.4% 47.3% 0.3% 100.0%
H24 1.9% 18.4% 33.7% 45.8% 0.2% 100.0%
H25 1.8% 17.8% 35.3% 44.7% 0.4% 100.0%
H26 1.8% 18.4% 34.9% 44.4% 0.5% 100.0%
H27 1.6% 17.4% 36.0% 44.5% 0.5% 100.0%
H28 1.7% 17.6% 35.6% 44.6% 0.5% 100.0%
H29 1.7% 16.8% 36.4% 44.4% 0.7% 100.0%
H30 1.6% 15.4% 36.6% 45.8% 0.6% 100.0%
R1 1.5% 15.3% 37.8% 44.8% 0.6% 100.0%

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
77.6% 76.7% 74.2% 71.4% 69.5% 68.4% 67.7% 67.9%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
R2

（速報値）

375 450 524 550 748 806 749 661 567 626

H27 H28 H29 H30 R1
R2

（速報値）

高知市 5 3 15 7 11 15
南国市 0 2 2 3 3 3
香美市 30 61 62 36 27 27
香南市 47 57 31 23 11 9
嶺北 58 68 42 46 50 44
安芸市 52 52 35 36 9 37
中芸 35 57 33 30 30 25
室戸市 87 84 81 83 79 50
土佐市 37 18 24 28 15 14
高吾北 55 71 68 56 44 56
仁淀 19 24 26 14 15 18
高幡 197 176 186 166 155 161
幡多中央 53 48 47 61 45 73
幡多西部 29 45 53 42 29 25
土佐清水 8 5 19 6 14 16
その他 36 35 25 24 30 53
計 748 806 749 661 567 626

救急医療週間

（啓発冊子配
布）

小児科医による
講演（随時）

イベント等での

啓発冊子等配
布

こうち医療ネット、救急救命セン
ター、平日夜間小児救急センター、
小児輪番制病院、ドクターヘリ等
の年間を通した円滑な運営の実
施

メディカルコント
ロール専門員会

　#7119の導入等に
　ついて協議
　（消防政策課と連携）

救急医療体制
専門検討委員会

救急医療協議会

R4年度予

算化に向
け、支援
策の改善
及び新た
な支援策
等を検討

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
24.8% 30.2% 34.3% 34.1% 36.8% 39.4% 43.3% 43.0%
H30 R1

40.6% 40.2%



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　医師の育成支援・人材確保施策の推進

目標値

①県内初期研修医採用数　（R1）62人　→　（R5）70人
②高知大学医学部附属病院採用医師数　（R1）28人　→　（R5）40人
③二次医療圏別医師数　（H３０）安芸97人、高幡91人、幡多169人　→　（R5）現状維持

④産婦人科（産科含む）医師数　（H30）60人　→　（R5）62人
⑤40歳未満の若手医師数　（H30）570人　→　（R5）750人

現状

①県内初期研修医採用数（R3）64人(奨学金受給者37人＋27人）
②高知大学医学部附属病院採用医師数（R3）47人
③二次医療圏別医師数　（H30）安芸97人、高幡91人、幡多169人
④産婦人科（産科含む）医師数　（H30）60人　
40歳未満の若手医師数　（H30）570人　→　（R5）750人

課題
　これまでの取組が功を奏していると考えられることから、医学生の確保育成や若手医師のステージに応じ
た（研修医→専攻医→専門医→指導医）キャリアアップ支援を、高知医療再生機構や高知大学と連携しな
がら継続していくことが必要。

今年度の目標
　令和5年度に向けての目標を達成するため、①～⑤の数値において現状値で達成したレベルを引き続き
維持する。

【構想冊子p.52～54】

シートNO Ⅱ－ 19 第１回推進会議

作成課・担当 医療政策課　岡本

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 若手医師定着策 総合診療専門医の養成策

区分 医学生（県が貸与する医師養成奨学貸付金等）
医師（高知医療再生機構の助成金等）

総合診療研修
プログラム

臨床研究フェローシップ

４月
奨学金貸与者の新規募集
地域枠25人、一般枠10人

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 県内の初期臨床研修医、専攻医等の採用状況の把握

第1回高知県医療従事者確保推進部会

（医療法に規定された地域医療対策協議
会として位置づけ）
・若手医師の県内定着に関する協議
・令和4年度の地域枠等の定義について

奨学金新規
受給学生と
の面談24人

奨学金受給
医師との面
談185人

奨学金制度の改正等について
（地域枠医師等に通知）

医学生地域医療実習の実施（8～9月）

第2回高知県医療従事者確保推進部会
・専門研修プログラムについて協議
・へき地医療対策について

医師養成奨学貸付金制度等運営委員会
・奨学金受給者の県内定着に向けた協議
・次年度配置計画の協議

第3回高知県医療従事者確保推進部会
・医師確保計画の進捗・評価（中間評価）
・キャリア形成プログラムの追加･修正
奨学金受給医師のR4配置計画について

高知医療再
生機構によ
る専攻医の
フォロー

・研修環境
の充実

・次年度の
配置調整

・専攻医の
募集に向け
たPR

高知大学、京都大学との連携
による臨床研究フェローシップ
プログラムの展開

・幡多けんみん病院を中心とし
たフェローの育成

・京都大学の支援も受けなが
らフェローが臨床研究

・プロジェクトの拡大を目指し
てのリクルートと指導･支援

県と高知大学と高知医療再生機構が連携して実施

（初期臨調研修医採用数（R3.3.16時点）

（診療科別の専攻医師（R3．4．1時点）

基

本

領

域

内

科

小

児

科

外

科

整

形

外

科

産

婦

人

科

救

急

科

皮

膚

科

精

神

科

眼

科

耳

鼻

咽

喉

科

泌

尿

器

科

脳

神

経

外

科

放

射

線

科

麻

酔

科

病

理

科

臨

床

検

査

科

形

成

外

科

リ

ハ

ビ

リ

科

総

合

診

療

科

合
計

H30 8 2 1 5 3 3 2 5 3 1 2 3 1 4 1 0 1 0 5 50

R1 16 0 3 2 2 2 0 3 0 0 4 3 1 0 0 0 1 0 0 37

R2 11 2 3 3 1 2 3 2 3 2 1 4 2 4 1 - - 0 0 45

R3 18 2 6 3 1 2 2 1 2 1 4 4 4 7 1 - - 0 1 59



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　看護職員の確保対策の推進

目標値

・県内看護学校新卒者の県内就職率　（R1）69.3％　→　（R5）75.0％
・看護職員離職率　（R1）8.3％　→　（R5）10.0％以下を維持、・新人離職率　（R1）8.3％　→　（R5）7.5％以下
・職場環境等の改善に取り組む医療機関数　（R1）34病院　→　（R5）46病院
・助産師の新規採用数　（R1）12人　→　（R5）14人/年

現状

■県内看護師・准看護師の従事者数（人口10万対）（保健医療圏ごと、H30.12）
　安芸1,642.1人　中央3,747.8人　高幡1,410.3人　幡多1,813.1人 　全国1,204.6人
■県内看護学校卒業者の県内就職率68％（県外の病院の奨学金受給者が多い2校を除く）
■奨学金貸与者の８割以上が指定医療機関（高知市等の県中心部以外）に就職：R1：89.7%
■助産学生の実習施設及び看護学生の母性看護学実習施設の確保が困難

課題
□看護職員の確保：新卒者の県内就職率の向上と奨学金貸与者の指定医療機関への就職・定着
□看護職員の離職防止：地域でキャリアアップしながら勤務が継続できる環境整備
□助産師の確保：大学、看護学校養成所の産科実習施設の確保（R3：コロナの影響で診療所実習は見送る）

今年度の目標

・県内看護学校新卒者の県内就職率　：　72.7%
・看護職員離職率　全国値以下を目指す（（R1）8.3％　→　（R5）10.0％以下を維持、・新人離職率　（R1）8.3％　→　（R5）7.5％以下）

・職場環境等の改善に取り組む医療機関数　（R3）３新規取組施設　9継続取組施設
・助産師の新規採用数　13人/年以上

内就職率（72.7%）、

【構想冊子p.55】

シートNO Ⅱ－ 20 第１回推進会議

作成課・担当 医療政策課　久保田

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 ①看護師確保 ②看護職の離職防止

区分 ①看護師志望者の確保及び県内就職
率の増加

②看護職の勤務環境改善・離職防
止

４月
・看護師等奨学金制度の周知

・県内高等学校を訪問し、進路決定への参
　考情報の発信

・ナースセンター事業の実施
　就業環境改善事業、退職時の届出制　
　度の周知、復職支援事業の強化

５月 ・進学ガイドブック配布（高校生対象）
・各看護学校県内就職希望状況把握

６月
・進学ガイダンス（看護協会共催）6/6

・医療機関の次年度採用状況把握

７月
・就職ガイドリーフレットの配布（看護学校）
・「こうち看護フェア」開催（高校生対象）

・奨学金貸与者へのフォローアップ

８月 ＜債権管理対応予定＞
・奨学金貸与者へのフォローアップ

９月

１０月 ・奨学金貸与者へのフォローアップ

１１月

１２月

１月 ・奨学金貸与者へのフォローアップ

２月

３月
・就職フェア(3/19）かるぽーと7階
（看護学生への情報発信） 　　　　　

第1回高知の看護を考える会
　　・新卒者の県内定着状況
　　・WLB推進策について

第1回看護管理者研修

第２回看護管理者研修

第２回高知の看護を考える会

助産師出向支援事業
　　医療センター
　　　　　↓
　　国見産婦人科

・潜在看護職員復職研修　　　　　

・潜在看護職員復職研修
　　　　　　

・潜在看護職員復職研修
　　　　　　

・潜在看護職員復職研修
　　　　　　

看護師等奨学金貸与者就職先
修業年（卒業年） R1 R2 R3

奨学金貸与者（a） 51 44 43

うち就業者（ｂ） 42 39 34

指定医療機関（ｃ） 35 35 33

指定外医療機関（ｄ） 7 4 1

進学者数（e） 4 0 4

その他（f） 5 5 5

就職者のうち指定医療機

関に就職（c/b)% 83.3% 89.7% 97.1%

就業者のうち県内医療機

関に就職（%) 90.4% 92.3%

看護職員離職率

正規雇用
看護職員
離職率

新卒採
用者離職
率

既卒採用
者離職率

正規雇用
看護職員
離職率

新卒採
用者離職
率

既卒採用
者離職率

全国 10.7 7.8 17.7 10.9 7.5 16.9
高知県 9.1 9.3 22.5 8.3 8.3 16.7

(日本看護協会調査研究報告)

H30年度離職率 H29年度離職率

卒業生数

H24年度 601

H25年度 585

H26年度 620

H27年度 695

H28年度 664

H29年度 753

H30年度 739

R1年度 722

（人）

H24年度～R1年度卒業生数



月 　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

短期的な取組（薬学生向け等）
中長期的な取組

4月

１　40歳未満の薬剤師数の
　　推移

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第４期日本一の健康長寿県構想
　令和３年度　PDCAシート【年間計画（Ｐ）】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　 薬剤師確保対策の推進

目標値 医療法における病院薬剤師の充足状況：病院薬剤師数6%増（H30）519名　→（R5）550名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　病院が必要とする薬剤師数の確保

現状
・R2年度の県出身薬学生は417名（H26年度：529名）内、近畿・中四国地区347名在籍（83%）
・病院薬剤師ニーズの増加（H29：54名　R1：78名）県内全病院アンケート結果

課題 ・病院薬剤師の確保　　・薬学部志望者数の減少　
・若手薬剤師のキャリア形成志向への対応及び奨学金返済のため初任給が高い就職先を選ぶ傾向のある薬学生への対応

今年度の目標
・中高生に対する薬学生への進学を促す働きかけの強化
・薬学生に対してインターンシップの実施や県内就職に向けた情報提供
・病院薬剤師のキャリア形成を目的とした卒後研修制度や、奨学金返済補助制度の創設等に向けた検討

【構想冊子p.56】

シートNO Ⅱ－ 21 第１回推進会議

作成課・担当 薬務衛生課・澤田

ふるさと実習参加学生への就職情報等
のＰＲ、アンケート調査

求人情報サイトへの情報提供依頼
（病院事務長連絡会等）

関西地区などでの就職説明会への参加、
大学訪問
　   ・徳島文理大学
　　・神戸学院大学
　　・松山大学
　　・大阪薬科大学
　　・神戸薬科大学
 　  ・京都薬科大学

・学生個人への情報提供　（通年：就職情報サイト、インターンシップ等）
・学生に対する支援策等について大学と協議（通年）

神戸薬科大学との連携協定

薬系大学オープンキャンパス

　・県出身学生へのアプローチ　・オープンキャンパス参加支援（バス運行）
　　（就職情報提供、アンケート調査等）　　

３　本県出身薬学生の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（薬学教育協議会　R2年度推計値）　

県薬剤師会及び病院薬剤師会との薬剤師確保に向けた協議　（通年）

薬系大学
オープンキャンパス周知

（県内高校、高校生保護者等）

２　就職説明会参加学生数

　H28年度：36名（6校）
　H29年度：38名（7校）
　H30年度：30名（のべ8校）
　R元年度：3名（1校）
　R2年度：9名
　　　　（5校うち3校はweb開催）

ふるさと実習参加学生への就職情報等
のＰＲ、アンケート調査

（医師・歯科医師・薬剤師調査より）

ふるさと実習対象学年

個人
情報
取得

神戸薬科大学との連携協定
に向けた協議

112 120
129

138 145

86 85 87 92 95
80
90

100
110
120
130
140
150

H22 H24 H26 H28 H30

40歳以上 22-39歳

中高生への働きかけ
・入試説明会
・高校訪問、周知（10月）
・セミナー開催（12月）

個人情報を入手した学生及び未就業薬剤師
への求人情報サイトの周知（通年）

県薬剤師会会報誌等を利用した
求人情報サイトへの情報提供依頼　（通年）

インターンシップ制度周知、受入れ



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　歯科衛生士確保対策の推進

目標値
奨学金を利用した歯科衛生士の養成数（R1）新規５人→毎年５人を維持
⇒歯科衛生士の地域偏在是正
　 奨学金を利用した歯科衛生士数（R1）0人→（R5）16人

現状

・1歯科診療所当たりの歯科衛生士の従事者数は、幡多圏域や高幡圏域が全国平均よりも少ないな
ど、地域偏在が見られる。
・就業地域が中央圏域に偏っている。
・奨学金の支援状況（H30年度から開始）は受給者：H30 新規貸付け者　5人、R1新規貸付者　5
人、R2新規貸付け者　９人である。

課題

・歯科衛生士の地域偏在により、不足している地域では人員確保に苦慮している歯科診療所が多く、
歯科衛生士の地域偏在の是正と安定的な養成を図る必要がある。
・指定医療機関への就職に対する支援が必要
・在宅歯科診療に対応できるための資質向上が必要

今年度の目標 ・奨学金を利用したR３年度卒業生４名を指定医療機関への就職につなげる

【構想冊子p.57】

シートNO Ⅱ－ 22 第１回推進会議

作成課・担当 健康長寿政策課・安岡

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 歯科衛生士養成奨学金制度
在宅歯科医療連携推進事業

（高知学園短期大学）

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　応募受付（3月下旬～5月上
旬）

審査・貸付者決定

要望に応じて県内高等学校等に
奨学金説明

奨学金の貸付（前
期)

R3年度卒業生（4名）と面談

奨学金の貸付（後期)

R3.3　高知学園短期大学学生に奨学金
制度周知、その他関係団体へ周知

高知学園短期大学学生に奨学金制度
周知、その他関係団体へ周知
（関係機関、県内高等学校、
　高知学園短期大学、中四
国・近畿歯科衛生士養成施設、
（43施設））

奨学金の支援状況

新規貸付者

H30 5人

R1 5人（継続5人）

R2 9人（継続8人）

高知学園短期大学と
研修計画の打合せ

人材育成研修会の開催
９月頃から３回以上の開催予定

ଢ଼
ఊ
ভ
৫
ಈ

高知学園短期大学と次年度
に向けた協議

■研修の開催状況

　卒業者の状況　　　
（H30新規貸付者）

指定医療機関
へ就職

4名

その他 1名



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅱ 具体的な施策名　　　　　　　　福祉・介護人材の確保対策の推進

目標値
・ノーリフティングケアの実践　（R1）31.5％ →（R5）44％以上　  　        ・多様な働き方による新たな人材参入　（R2-5）120人以上

・介護事業所のICT導入　　　　（R1）22.5％ →（R5）41％以上　　　        ・新たな外国人材の参入　　　　　　　　  （R2-5）180人以上
・福祉・介護事業所認証評価制度の認証取得〔H30認証開始〕                                                                
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →（R5）37％以上取得

現状

・要介護（支援）認定者数の増　　（H27）46,399人　→　（R1）47,268人　　・介護分野の有効求人倍率（R1）　2.51倍［全国：4.31倍］　　
・介護職員数の増　　　　　　　　　 （H27）13,627人　→　（R1）14,292人　　・介護現場の離職率（R1）　　　　　 19.7％［全国：15.4％］
≪令和元年度介護事業所実態調査結果より≫
・離職者のうち3年未満の離職割合　55％
・介護サービスに従事職員に不足感がある（「やや不足」「不足」「大いに不足」）と答えた事業所の割合　63％←［H25調査：49％］

課題
・サービス需要のさらなる増加により、令和７年の介護人材の需給ギャップは推計550人となっており、さらなる人材の確保が必要
・離職率の低下を図るため、利用者と職員双方に優しいケアの実現による負担軽減や業務効率化、経験やスキルに応じた賃金体系
や人材育成、職員の「働きやすさ」や「働きがい（やりがい）」につながる取組の充実による人材の定着促進と離職防止対策が必要
・介護分野の人員不足感が増している中、新たな人材確保とともに多様な人材の参入促進策も必要

今年度の目標

・ノーリフティングケアの取組拡大やＩＣＴ機器・介護ロボット等の導入支援の拡充、業務改善アドバイザーの派遣開始により福祉・介
護現場の職場環境改善を促進
・マッチング機会の拡充、他業種からの転職支援金の貸付や、入門的研修の拡充など多様な働き方による新たな人材の参入を促進
する。また、外国人材の受入拡大に向けた海外へのＰＲツールを作成する。
・認証評価制度を通じた魅力ある職場づくりの推進　【福祉・介護事業所認証評価制度の認証取得・・・事業所の24％以上取得】

【構想冊子p.58】

シートNO Ⅱ－ 23 第１回推進会議

作成課・担当 地域福祉政策課 楠瀬・若江・岡林

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 人材の定着促進・離職防止
対策

新たな人材の参入促進
福祉・介護事業所認証
評価制度を通じた魅力
ある職場づくりの推進

区分

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

うち委託訓練 訓練生で卒業 訓練生で就職

Ｈ24 101 40 34 33
Ｈ25 120 20 17 17
Ｈ26 95 22 19 19
Ｈ27 79 19 19 16
Ｈ28 59 20 18 16
Ｈ29 60 14
Ｈ30 43 4

（介護福祉士養成校 調査）

入学者数

福祉機
器等導
入支援

介護助手
導入支援

求人・求職
マッチング

未経験者
向け入門
的研修

資格取
得支援

他業種
からの転
職支援

外国人材
の活用

開催地
等決定

受講者
募集広
報開始

入門的
研修の
実施
【県内

４地域】

認
証
評
価
取
得
事
業
所
に
お
け
る
職
員
の
外
部
研
修
等
受
講
費
用
へ
の
助
成

　

認
証
評
価
制
度
の
参
加
宣
言
に
向
け
た
事
業
所
の
掘
り
起
こ
し

第８回認証
審査・決定

第７回認証
第１回更新
審査・決定

認証取得
に向けた各
種支援の

実施
（通年）

・スタート
アップセミ

ナー

・オンライン
セミナー

（動画配信
用Webサイ
トの構築）

第７回認証
第１回更新
申請受付

第８回認証
申請受付

　

処
遇
改
善
加
算
の
取
得
支
援

　

代
替
職
員
派
遣
の
実
施

　

介
護
職
員
相
談
窓
口
の
設
置

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
（
マ
　
　
　
　
　
イ
ス
タ
ー
・
技
術
リ
ー
ダ
ー
養
成
、
管
理
者
向
　
　
　
　
　
　   

　   

け
等
）

 新任職員等フォローアップ研修

・入職１年目研修

・入職３年以内研修

　
　
　

職
位
階
層
別
研
修
の
開
催

新任職員等フォロ
ーアップ研修
・入職１年目研修

・入職３年以内研修

ノーリフティングフォーラムの開催
優良事例表彰

交付要綱
制定

補助申請
受付

効果検証
（7-12月）

優良事例
公募・選

定

国内示後
交付決定
（随時）

合同入職式

求職者
向け広報

セミナー
開催（対
面・Web）

情報共有
会（対面・

Web）

情報共有
会（対面・

Web）

情報共有
会（対面・

Web）

介護助手
導入支援
セミナー
開催案内

　

福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
で
の　
　
　
　
　

求
職
・
求
人
登
録
と　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

の
マ
ッ
チ
ン
グ
）

ふくし総
合フェア
（11月）
※第２回ふく

し就職フェ

ア・こうち介

護の日イベ

ントを同時

開催

第３回
ふくし就
職フェア

第１回
ふくし就
職フェア

・各事業
所におけ
る事前説
明会等

・福祉人
材セン
ターによ
る雇用後
のアフ
ターフォ
ロー

　

介
護
福
祉
士
等　
　
　
　
　
　
　
　

修
学
資
金
の
貸
付
【
高
知
県
社
会
福
祉
協
議
会
】

交付要
綱改正

補助交
付決定

 

外
国
人
介
護
人
材
に
対
す
る
日
本
語
及
び
専
門
知
識
の
取
得
支
援

 

外
国
人
留
学
生
に
対
す
る
奨
学
金
給
付
を
支
援

 海外への

ＰＲツール

（リーフ

レット・

ＤＶＤ）

作成

印刷発注

リーフレット・
ＤＶＤの配付

EPA受入施設学習

支援事業費補助金

交付要綱制定

就職支援
金（他業種
から）追加

　

中
山
間
地
域
の
住
民
の
資
格
取
得
支
援
【
９
市
町
村
（
14
市
町
村
）
】　

・　

生
活
援
助
従
事
者
研
修
の
受
講
支
援

　

特
設
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
・
ふ
く
し
就
職
フ
ェ
ア
や
求
人
票
で
の
認
証
マ
ー
ク
使
用
に
よ
る
普
及
啓
発

就労改
善(ﾉｰﾘ
ﾌﾃｨﾝｸﾞ)

業務改善アドバ
イザー委嘱

人材
育成

　

高
校
生
の
資
格
取
得
を
支
援
【
訪
問
研
修
２
校
・
集
合
研
修
】

計300人以上

今後も増加の見込み

処遇
改善等



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　
　「高知版ネウボラ」の推進

　　妊娠期から子育て期までの切れ目のない総合的な支援

目標値

○育てにくさを感じたときに対処できる親の割合　R5：95.0％　　　○高知版ネウボラに取り組む市町村数　R5:全市町村
○初妊婦の利用がある地域子育て支援センターの割合　R5:100％　
○地域子育て支援センターにおける２歳以下の未就園児の利用割合　R5:50％
○園庭開放や子育て相談の実施率　R5:100％ 　　○多機能型保育支援事業の実施箇所数　R5:40か所
○利用者支援事業（ 基本型・特定型）等を実施する市町村数　R5:17市町村　
○地域で実施している子育て支援活動（ 子育てイベントや講座等）の実施数　R5:300回

現状

〇子育て世代包括支援センターの設置　３１市町村　　　○子ども家庭総合支援拠点の設置　９市町村
○妊娠期から子育て期までの切れ目ない総合的な支援に取り組む市町村　34市町村
○子育て支援の場の拡充とサービスの充実
　・地域子育て支援センターの設置　23市町村1広域連合61箇所（ 出張ひろば12箇所含む）
　・園庭開放又は子育て相談の実施　281園（ 96.6％）　  ・一時預かり事業　25市町村104か所　 ・ 病児保育　10市町村23か所　    　　
　・ファミリー・サポートサンター事業　12市町　　　　　　　　・子ども食堂　11市9町81か所　　　　　　・子育てサークル　35箇所

課題
○各市町村の高知版ネウボラ体制において、母子保健･子育て支援･児童福祉の切れ目ない連携体制や役割分担、リスクに応じた
　 適切な支援の実施などの面での課題整理が必要
○働きながら子育てできる環境づくりに向けた子育て支援サービスの充実

〇身近な地域での日常的な見守りや相談支援等を行う子育て支援者の育成

今年度の目標

○高知版ネウボラに取り組む市町村数 （ 目標：34市町村）←R2：34市町村
○初妊婦の利用がある地域子育て支援センターの割合 （ 目標：60％）←R2.9：41.6％
○地域子育て支援センターにおける２歳以下の未就園児の利用割合 （ 目標：35％）←R2：30％
○園庭開放や子育て相談の実施率 （ 目標：97％）←R２:96.6％、多機能型保育支援事業の実施箇所数 （ 目標：25か所）←R2:20か所
○利用者支援事業（ 基本型・特定型）等を実施する市町村数　（ 目標：5市町村）←R2：2市
○地域で実施されている子育て支援活動（ 子育てイベントや講座等）の実施数　（ 目標：250回）←R1：200回　

【構想冊子p.61～63】

シートNO Ⅲ－ １ 第１回推進会議

作成課・担当
子ども・子育て支援課 古味、矢野、小松 障害福祉
課 村山　生涯学習課 林　幼保支援課  宗石　人権・
男女共同参画課 北代

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 地域における子育て支援の充実強化　（ 高知版ネウボラの推進）

区分 リスクに応じた適切な支援・ネットワークの連携強化 安心して子育てができる環境づくり

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 連携体制の強化（見守り体制や役割分担･支援のつなぎ等）
※モデル市町村を中心にR４以降の全市町村の取組に展開　　

ＳＳＷ･民生委員等ﾔﾝｸﾞｹｱﾗｰ研修
・早期発見のポイント､児童福祉へのつなぎ  等

【６～８月】『市町村合同ヒアリング』実施

 ・市町村の相談支援体制（母子保健、児童福祉、子育て支援の
　連携状況等）の現状把握及び課題整理

【７月～　】　ヒアリング結果を踏まえ、各市町村の個別課題に
　　　　　　　応じた支援策を検討し、順次展開
　

                          

                

        

              

高知版ネウボラ推進セミナー　

・母子保健､児童福祉､子育て支援の連携の在り方、他県の　

　先進事例紹介　等

・市町村母子保健コーディネーター
　等研修会
・市町村総合相談窓口機能強化の
ためのスキルアップ研修会（10月）

　〔仮〕関係職種合同研修会（ブロック別でモデル市町村
　　　  における取組事例等を紹介）  ⇒ 横展開

市町村へのアドバイザー
派遣開始

(10市町村各3回程度) 合同ヒアリング結果まとめ　
・連携モデル市町村の選定
・課題に対する次年度の取組検討 
　　　　　　　　　　　　　など

・地域子育て支援センター
　機能強化
（アドバイザー招聘）
香南市（9月）
高知市（11月、1月）

子育て世代包括支援センター
未設置町村への訪問

（子どもの発達支援）

乳幼児健診や保育所
等への専門職の派遣

専門職の
養成研修

乳幼児健診
従事者向け

研修会

発達障害児
等ｽｷﾙｱｯﾌﾟ

研修会

本山町に
おける

モデル事業
（通年）

市町村合同ヒアリングの実施に向けた協議

国のアドバイザー派遣事業の周知

多様なサービス充実のための
地域子育て支援センター等機
能強化事業
･各市町村の活用促進(通年)

市町村の産前・産後ケア、
乳幼児健診受診促進事業
への補助（通年）　　

  子育て講座等
  実施委託事業
（子育てｻ-ｸﾙ
　等による
　地域の子育　
　て支援者の
　育成）

・地域での子
　育て支援講
　座等の実施
（6月～2月）

・子育て支援
　活動の情報
　発信

・広報誌作成
（3回作成）

・研修会･情報
　交換会
（2回開催）

・子育て支援
　活動の
　情報発信

地域資源を活用した
子育ての場の確保
（通年）

・病児・病後児保育　
　等の保育サービス
　の充実

・ファミリー・サ
　ポート・センター
　事業の支援の充実
（預かりの場所
　の整備への支援）

・放課後児童クラ
　ブ・子ども教室　　
　の拡充と質の確保

・子ども食堂への
　支援

子ども家庭総合支援拠点
未設置市町村への働きかけ

子育て支援サービスの充実

放課後児童支援員
等の資質向上研修

ファミリー・
サポート・セン
ター開設予定
（土佐清水市）

子育て支援員研修
（基本･専門研修）



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　妊娠期から乳幼児期の支援体制の強化

目標値
・産後ケア事業のアウトリーチ型のほかデイサービス型など多様なメニューを実施する市町村数（R1）6市町→（R5全市町村）
・子育て世代包括支援センターの設置と周知活動を実施する市町村数（R1)19市町村→（R5）全市町村
・専門職による未受診児家庭への訪問率（R5）100％

現状
・産後ケア事業のアウトリーチ型のほかデイサービス型など多様なメニューを実施する市町村数：８市町村（R２）
・子育て世代包括支援センター（母子保健型）の設置：31市町村33か所（令和３年５月）
・専門職による未受診児家庭への訪問率：１歳６か月健診48.1%、３歳児健診48.9%（R2年度）※子ども・子育て支援課調べ(速報値)

課題
・センター未設置町村のセンター機能確保に向けた支援
・母子保健コーディネーターや保健師の対応力の強化と産前・産後ケアサービスの拡充
・家庭訪問による乳幼児の受診勧奨支援
・母子保健部門と児童福祉部門との要支援家庭等の定期的な情報共有、役割分担等の明確化

今年度の目標

・センター設置町村：２町村増加　
・産後ケア事業のアウトリーチ型以外のメニューを実施する市町村の増加：５市町村支援

・母子保健コーディネーターや保健師のアセスメント力の向上と支援プランの充実強化につながる実践型のスキルアップ研修会の継
続実施
・保護者への受診勧奨や乳幼児健診受診促進の取り組みの継続
・地域で支援が必要となる子ども（家庭）を見落とさない連携体制づくり

【構想冊子p.64】

シートNO Ⅲ－ ２ 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　矢野

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 妊娠期からの継続的な支援 健やかな子どもの成長

区分
子育て世代包括支援セン

ターの機能強化
健診受診促進、虐待予防・

早期発見に向けた連携

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

■子育て世代包括支援センター　　
　設置状況（令和３年５月現在）
　※３１市町村３３か所設置済み

75
80
85
90
95
100

16 18 20 22 24 26 28 30 2

全国 高知県

H30全国
96.5

R2高知県
97.7
(速報値)

１歳６か月児

75
80

85

90
95

100

16 18 20 22 24 26 28 30 2

H30全国
95.9

３歳児

R2高知県
97.8
(速報値)

■１歳６か月健診、３歳児健診受診率

年度 設置 
市町村数 

設置箇所数 
※高知市は 
複数設置 

H27～R2 30 32 
R3 1 1 
計 

(R3.5月現在） 31 33 

R4予定 　全市町村設置 
　３町村はR３以降に設置予定

 

■母子保健衛生費国庫補助金　　　
（妊娠・出産 包括支援事業）活用状況

年度
H30・R1実績

R2申請

H
30

R
1

R
2

産前
産後
サポ
－ト

訪問型 １３ １０ １１

ﾃﾞｲ型 １１ １１ １０

産後
ケア
事業

訪問型 ４ １３ 24

ﾃﾞｲﾞ型 ０ １ ２

宿泊型 ０ ２ ５

福祉保健所母子保健担当者会(4/16)
市町村母子保健担当者会(4/23)

　　　　■　市町村の産前・産後ケア、乳幼児健診受診促進事業への補助（随時）

・母子保健支援事業費補助金活用促進

・妊婦・産婦、乳幼児健診受診啓発チラシの印刷、配布　（市町村、保育所・幼稚園等）
・母子健康手帳別冊作成 （市町村で妊娠届出時に配布・説明）

連携体制の明確化（選定市町村）

随
　
時

・保健・福祉との連携状況、産後ケア事業取組状況等を把握・助言等
（子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点との連携等）

●合同ヒアリングまとめ

・市町村を選定し、地域の子どもの健康や
養育を支える連携体制の充実に向けた支
援内容を検討

○市町村の連携体制の充実

・課題発見、課題共有、役割分
担、支援のつなぎ等の整理
・地域資源の活用等

◆母子保健指導者研修会Ⅰ
　対象：市町村保健師等

◆母子保健指導者研修会Ⅱ
　対象：市町村保健師等

　■　子育て世代包括支援センター
　　　設置市町村への現地調査・支援
　　　　　　（産後ケア事業含む）

◆子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ連絡調整会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(8/24）
　対象：母子保健コーディネーター、
　　　　　市町村保健師等

　◆母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等研修会(9/14）
　　対象：母子保健コーディネーター、
　　　　　　市町村保健師等

子育て世代包括支援センター
未設置町村への訪問

　◆総合相談窓口機能強化のための
　　ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修会(11/9)
　　対象：市町村保健師等

　　　■　啓発活動

　 ■　地域の子どもの健康や養育を支える連携体制等の状況把握

　　　　　　母子保健・児童福祉合同ヒアリング開始（市町村への訪問（6月～8月））



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　発達障害児を社会全体で見守り育てる地域づくり

目標値
・健診後のアセスメントの場への専門職（心理職・言語聴覚士等）の関与（R1)18市町村→（R5)全市町村
・児童発達支援センターの設置数（R1)6か所→（R5)12か所
・発達障害の診療を行う医師の増加（R1)25名程度→（R5)35名程度

乳幼児健診で要経過観察となった子ど
ものアセスメントを多職種で行い適切
な支援につないでいる。（R5)100%

現状

（あるべき姿）①乳幼児健診で発達障害を含めた何らかの支援が必要な子どもの早期発見と、専門職の助言を受けて子どもを
適切な支援につなぐための仕組みづくりができている。／②支援を必要としている子どもや家族に対して支援を提供できる体
制が整備できている。
（現状）①早期発見の取組は一定進んできたが、適切な支援につなぐための仕組みづくりが必要。／②専門的な療育支援を行
う事業所数は増加しているが、高知市とその近郊に集中している。

課題
①乳幼児健診等を行う市町村への支援ができる専門職の確保

②民間事業所の参入が困難な中山間地域における支援体制の構築

今年度の目標
①心理職や言語聴覚士等の専門職を対象とした研修等の実施と乳幼児健診等への参加や保育所への訪問支援の充実

②児童発達支援センター等の量的確保に向けた人材育成及び児童発達支援センター等が少ない中山間地域において支援体制を
構築するための専門職チームによる包括支援

【構想冊子p.65】

シートNO Ⅲ－ ３ 第１回推進会議

作成課・担当 障害福祉課　村山、瀬戸

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 身近な地域における支援体制の充実

区分 1．身近な地域における子どもと家族への支援 2．ライフステージに応じた後方支援

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

    　
　

定
期
的
な
学
習
会
の
開
催
・
研
究
協
議
等

　

中
山
間
地
域
の
支
援
体
制
の
構
築
に
向
け
た
専
門
職
チ
ー
ム
に
よ
る
包
括
支
援
（
本
山
町
を
モ
デ
ル
地
域
と
し
て
実
施
）

　
　

寄
附
講
座
に
よ
る
専
門
医
師
や
心
理
職
等
の
養
成

　

不
登
校
や
精
神
疾
患
が
あ
る
子
ど
も
等
へ
の
支
援
体
制
の
構
築
（
子
ど
も
の
心
の
診
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
）

ギルバーグ教
授の講義、研
究指導

(11/17-20)
※遠隔講義に
より実施

高知大学医学部
寄附講座等

乳幼児健診等への
専門職の派遣

   

　

専
門
研
修
に
よ
る
人
材
育
成
（
心
理
職
・
言
語
聴
覚
士
な
ど
）

    

乳
幼
児
健
診
や
保
育
所
へ
の
訪
問
支
援
に
お
い
て
心
理
職
・
言
語
聴
覚
士
な
ど
の
専
門
職
の
活
用

拡

    　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

現
場
実
習
を
中
心
と
し
た
９
か
月
間
の
集
中
的
か
つ
実
践
的
な
研
修
の
実
施

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
発
達
障
害
者
支
援
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
）

高知ギルバーグ
発達神経精神
医学センター

　
　
　

発
達
障
害
の
特
性
や
支
援
方
法
な
ど
を
学
ぶ
研
修

　
　
　
　
　

（
発
達
障
害
児
等
支
援
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
）
【
全
７
回
】

高知ギルバーグ発達
神経精神医学
センター

障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
等
へ
の
発
達
障

害
者
支
援
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣

拡

児童発達支援センターや保育所
等の職員を対象とした研修

乳幼児健診
従事者を対象と
した研修等

健診従事者向
け研修会

DVD研修
（5/14,24)
保護者支援
研修

(6/11,14)
ペアトレ

ガイダンス研修
(7/12,19)

児童発達支援
センターの開設
支援等

（通年）

児童発達支
援センター等を
新規開設・機
能強化する事
業者への助成
（発達障害
児支援体制
強化事業費
補助金）

児童発達支
援センター等
の開設に向け
た協議

障害児通所
支援事業所
連絡協議会へ
の参加（人材
育成等に関す
る課題協議
等）

自立支援協
議会子ども支
援部会におけ
る課題整理・
対応協議
※年2回開催

臨
床
心
理
士
会
・
言
語
聴
覚
士
会
と
の
調
整

障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
等
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
ス
キ
ー
ム
設
計

新型コロナの影響により
R2年度分が未修了、
R3はR2受講生が継
続して受講（R2.12か
ら休止中）

4/1
契約締結

保
育
所
訪
問
（
年
２
２
回
・
５
月
～
）
・
乳
幼
児
健
診
訪
問
（
年
６
回
・
４
月
～
）
・
相
談
会
訪
問
（
年
３
回
・
６
月
～
）

ケ
ー
ス
相
談
会
・
研
修
会
等

拡

福
祉
保
健
所
訪
問

拡

    　
　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
ヨ
ー
テ
ボ
リ
大
学
と
の
協
定
更
新
に
向
け
た
協
議
等

6月
中間報告会



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　「子ども食堂」への支援

目標値 ・子ども食堂の設置箇所数　（R1）77箇所→（R5）120箇所

現状 ・R2年度末　11市9町において81箇所開設
・コロナ禍の影響を受け、多くの子ども食堂が休止または弁当形式で実施

課題

・支援を必要とする子どもや保護者の居場所を充実させていくためには、未開設地域での立ち上げや定期
的な開催などへのさらなる支援が必要

・支援の必要な子ども等を子ども食堂や他の適切なサポートの利用につなぐためには、地域の支援機関と
の連携体制の構築が必要

・食事の提供や集いの場にとどまらず、見守り機能の充実や、子ども食堂の活動が家庭の教育力の向上
へ資するよう支援が必要 　

・新型コロナウイルス感染症に対する十分な対策が必要

今年度の目標 ・子ども食堂の新規開設　14箇所（累計　95箇所）
　

【構想冊子p.66】

シートNO Ⅲ－ ４ 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　竹村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策
未開設地域での立ち上げと

定期的な開催を増やす
子ども食堂と地域の支援

機関との関係づくり
新型コロナウイルス感染症

対策等

４月
・高知県社協に子ども食堂の新設・
運営に関する相談対応等の業務を
委託
・子どもの居場所づくり推進コーディ
ネーター」の配置等（4月～）

　　・子ども食堂支援事業費補助金　　
に新たなメニューを追加

　　・申請に基づき順次交付決定

５月

６月

７月
・子どもの居場所づくりネットワーク
会議の開催（7/15　香南市、
7/16　四万十市、7/29　土佐
市、7/30　高知市）
　※子ども食堂スタッフ養成講座
と同時開催

・地域連絡会の開催（4地域
（予定））

８月

９月

１０月
・子ども食堂への支援策の検討
・交付決定済の補助金の執行状
況確認（中間）

・子ども食堂と地域コーディネー
ターの交流会を開催（予定）

１１月

１２月

１月

・次年度の子ども食堂支援事業
費補助金要綱策定
・R3年度補助金の実績確定作
業（～R4.5月）

２月

３月

・高知県社協に子ども食堂の新
設・運営に関する相談対応等の
業務を委託
・子どもの居場所づくり推進コー
ディネーター」の配置等
（4月～）

・コロナ禍を受けての特例措置
（R2.4～）や感染症対策用
の補助メニュー（R2.8～）の継
続
・コロナ禍における子ども食堂の開
設状況聞き取り調査（5月実
施。以後、定期的に調査）
→再開に向けた課題に随時対応



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　
　児童虐待防止対策の推進
　（児童相談所の相談支援体制の強化）

目標値
・児童虐待通告後４８時間ルール　100％の実施
・子どもの安全を最優先にした一時保護　100％の実施　　　　　⇒重大な児童虐待事案発生「ゼロ」の継続
・子ども家庭総合支援拠点の設置（R1）２市町　→（R４）全市町村

現状
・児童相談所における児童虐待相談件数及び対応件数とも増加傾向。
　※虐待相談件数：R元年度697件（前年度595件）／虐待認定件数：R元年度458件（前年度420件）
・弁護士や専門医、警察・検察等との相談支援、連携体制が一定とれており対応力は強化されつつある。

課題
・児童養護施設等では、処遇困難な児童の入所が増加しており、専門的な支援の強化が必要。
・増加する児童虐待への対応や法律に関する知識、児童の心理的ケアなど専門性の強化が必要。
・子どもが意見表明できる環境の整備等、権利擁護への対応が必要。

今年度の目標 ・児童虐待通告後４８時間ルール　100％の実施
・子どもの安全を最優先にした一時保護　100％の実施　　　　⇒重大な児童虐待事案発生「ゼロ」の継続

【構想冊子p.67】

シートNO Ⅲ－ ５ 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　小松・岡下

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 相談支援
体制の
強化

職員の専門性の強化
子どもの権利
擁護の推進

区分
外部専門家招へいなど

による研修
専門的な対応力強化

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

◆
弁
護
士
に
よ
る
支
援

　
○
定
期
相
談
（
週
４
日
）　
・
支
援
会
議
へ
の
参
画
　
・
児
童
へ
の
権
利
擁
護
面
接
等
　
・保
護
者
対
応
へ
の
同
行
　
・
個
別
相
談

　
○
随
時
相
談
　
・
司
法
手
続
代
行
（
一
時
保
護
の
延
長
や
施
設
入
所
等
が
保
護
者
の
意
に
反
す
る
場
合
の
家
裁
申
立
等
）

・オレンジリボンキャ
ンペーンのポス
ター・チラシの作成
配布

・オレンジリボンキャ
ンペーンの実施（講
演会・ＳＮＳを通じた
啓発）

一
時
保
護
所
の
子
ど
も
に
対
し
弁
護
士
の
意
見
聴
取
の
実
施
（
月
１
～
２
回
）

・家
族
関
係
再
構
築
に
向
け
た
支
援
技
術
等
に
関
す
る
研
修

・
里
親
養
育
支
援
担
当
児
童
福
祉
司
の
配
置
に
よ
る
里
親
開
拓
及
び
養
育
支
援
の
強
化

・
市
町
村
支
援
担
当
の
児
童
福
祉
司
及
び
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
配
置
に
よ
る
市
町
村
支
援
の
強
化

◆
専
門
医
（
小
児
科
、
精
神
科
、
法
医
学
）
へ
の
随
時
の
相
談

警
察
・
検
察

連
絡
協
議
会

・新任職員研修

・児童福祉司ＳＶ研修

・児童福祉司ＳＶ研修

・機能強化ＡＤ研修②：第三者評価
・心理ＡＤ研修（幡多）

・児童福祉司任用後研修（6,7,8月）

・機能強化ＡＤ研修③権利擁護

・機能強化ＡＤ研修④緊急時対応

・機能強化ＡＤ研修⑥事例相談等
・心理ＡＤ研修（幡多）

・機能強化ＡＤ研修⑦事例相談等

・機能強化ＡＤ研修⑧事例相談等
・心理ＡＤ研修（幡多）

・機能強化ＡＤ研修⑨事例相談等

・機能強化ＡＤ研修⑤事例相談等

・機能強化ＡＤ研修①

・機能強化ＡＤ研修（打合せ） ・ト
ラ
ウ
マ
・
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
ケ
ア
等
に
関
す
る
研
修 ・権利擁護研修

＠施設等職員対象

・弁護士との協議

※権利擁護のあり
方について



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　
　児童虐待防止対策の推進　～高知版ネウボラとの連動した取組～
　（市町村における児童家庭相談支援体制の強化）

目標値
・児童虐待通告後４８時間ルール　100％の実施
・子どもの安全を最優先にした一時保護　100％の実施　　　　　⇒重大な児童虐待事案発生「ゼロ」の継続
・子ども家庭総合支援拠点の設置（R1）２市町　→（R４）全市町村

現状

・市町村担当部署職員（管理職含）の職種は事務職等（38.5%）が最も多く、その他は保健師、教員、保育士
等の専門職となっており、専門性の確保が重要となっている。(R3.4.1現在)
・子ども家庭総合支援拠点の設置が進んでおらず、要件緩和もあったことから更なる推進が必要。
・拠点設置数：９市町村(R3.4.1現在)　※配置要件緩和　常時２名→常時１名（子育て包括支援センター職員と兼務に限る）

課題

①市町村担当職員の専門性の向上確保のため、経験年数や職階別の研修内容の充実が必要
②管理ケースの進捗管理や支援計画の策定、実施などの運営等への支援が必要
③地域の社会資源を有機的に活用しながら支援できる体制を確保できるよう、子ども家庭総合支援拠点の
設置を拡大していくことが必要

今年度の目標 子ども家庭総合支援拠点設置　２６市町村（今年度設置準備市町村含む）

【構想冊子p.67】

シートNO Ⅲ－ ６ 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　小松・森光

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 市町村（要保護児童対策地域協議会）への積極的な支援
子ども家庭総合
支援拠点設置

促進区分 市町村職員研修の実施及び管理
ケースへの助言指導

市町村児童福祉担当とSSW等との連携強化
（ヤングケアラーへの支援を含む）

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○基礎研修（第１回5/19）
　支援マニュアル、虐待対応など

○フォローアップ研修（1/26）

○応用研修（第３回12/15）

○応用研修（第２回11/25）

○応用研修（第１回10/20）
　※山本恒雄機能強化アドバイザー

○基礎研修（第３回8/26）

○基礎研修（第２回7/28）

○管理職等（幹部職員）会（6/16）

　　　　　　　　　　　　

・拠点設置の課題把握

・未設置市町村への働
き掛け

未設置市町村
への働きかけ

市町村の相談支援体制等の状況把握
市町村訪問・合同ヒアリングの実施

地域の連携体制の把握

・合同ヒアリング振り返り
・連携に向けた具体的な支援内容の検討

■児童虐待予防研修（通年）

対象者：民生委員・主任児童委員等
中央東・西・須崎：各4回）　
※ＮＰＯカンガルーの会に委託　　　　　　　　　　

①ヤングケアラーの周知に向けた研修
　（ＳＳＷ及び民生委員等）
※早期発見のポイント、児童福祉等へのつなぎ

市町村訪問による助言指導
・支援計画や援助活動への助言指導
・進行管理等に対する助言指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市町村マニュアルへの掲載 地域資源の連携のまとめ 母子保健、子育て支援
との連携のまとめ

②他職種連携に向けた研修（他職種合同研修）
※ＧＷ等で支援に沿った役割や連携の仕方を検討

・モデル地区の選定
※取組の検討

・合同ヒアリング振り返り
・設置に向けた助言支援

モデル地区取組紹介

連携に向けた枠組（見守りや課題の共有・役割分担・支援のつなぎ等）整理
※モデル地区を中心に母子保健、子育て支援部門との連携及び地域連携のあり方を
　整理　⇒各市町村の取組に展開

市町村体制調べ

合同ヒアリング協議

■県教委によるSSW研修



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】
柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（1/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持て
ないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世代間
連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ ７ 第１回推進会議

作成課・担当 幼保支援課　黒石

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 多機能型保育支援事業の推進
家庭支援推進保育士の配置及

び質の向上 への支援

市町村への親育ち・特別支援保
育コーディネーターの配置及び

活動の充実への支援

区分

４月

●各園の取り組みの情報発信
　（毎月）

●家庭環境等に配慮が必要な子ども　
 　を支援する家庭支援推進保育士の
　 配置への支援（保育サービス等推
　 進総合補助金による支援）
●活動の支援（毎月）
　　・支援リスト、支援計画や記録の作成支援

　　・親育ち・特別支援保育コーディネーターと
　　　の連携

●家庭環境等に配慮が必要な子ども、
特別な支援が必要な子どもが在籍する
保育所を支援する「親育ち・特別支援
保育コーディネーター」の配置を支援

５月

●NPOと連携した実施園への支援

　（随時）　　　
　  ・手引きによる補助金事務の支援

　 　・実施園との定期的な協議

　　●家庭支援における実態調査 
　　（支援が必要な子どもの状況等）

●特別支援教育現状調査及び
　 家庭支援における実態調査
　 （支援が必要な子どもの状況等）

６月 　　●家庭支援推進保育講座の実施
●親育ち・特別支援保育コーディ
　 ネーター研修会

７月 　　
●支援リスト、家庭支援の計画と
　　記録の作成支援の促進
●個別の指導計画作成支援の促進

８月 　　●保育所及び市町村への訪問

９月 　　●次年度の要望調査の実施 　　●次年度の要望調査の実施 　　●次年度の要望調査の実施

１０月 　　●実施園との意見交換会

１１月 　　

１２月 　　●家庭支援推進保育講座の実施

１月
　　●親育ち支援取組状況調査
　　（支援が必要な子どもの状況等）

　　●親育ち支援取組状況調査

　　（支援の必要な子どもの状況等）

２月 　
　　●親育ち・特別支援保育コーディ
　　　ネーター研修会

３月 　　●市町村等への翌年度の事業説明 　　●市町村等への翌年度の事業説明 　　●市町村等への翌年度の事業説明

●地域の子育て世代等の交流の場と
して、園庭開放等を行う保育所を「多
機能型保育所」と位置づけ支援
●保育所と地域をつなぐコーディネー
トやPRをNPOに委託



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（2/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持
てないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世
代間連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ ８ 第１回推進会議

作成課・担当 小中学校課　森元、高等学校課　岩河

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 放課後等における学習支援事業 学習支援員の配置

区分

４月
◇小中学校における学習支援員の決定・配置
　　（計画：32市町村組合　393人） 

・実施要項の策定、各校への周知
・各校から計画書の提出
・事業の承認、開始

５月
・学校支援チーム訪問等を通じた実施状況の
進捗管理

□全国学力・学習状況調査(5/27)の実施 

６月
◆人材確保への支援（通年） 
◇学習支援員未配置校の状況把握

７月 ◇事業の活用状況の把握（事業効果の検証①）

８月 ◇次年度に向けた事業計画の検討 
　　・余剰時間数の集計
　　・追加の配置希望調査

９月

◇学校訪問
・担当教員への指導・助言等
・地教委との意見交換・事業の中間検証（事業効果の検証②） 
・事業実施の促進(｢学習支援ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ｣の活用促進）

　　・学校支援チーム訪問等を通じた実施状況　
　　　の進捗管理

１０月

◇全国学力・学習状況調査の結果からの検証 
◇取組実績（上半期）取りまとめによる状況把握 
◇進捗状況を踏まえて下半期の事業実施に向けた修正(地教委等
との協議) 

１１月 ◇次年度事業計画（案）照会・取りまとめ

１２月
◇実績見込み取りまとめ・調整（事業効果の検証 ③） 
◇次年度事業計画の照会
□高知県学力定着状況調査の実施 

１月 ◇次年度事業計画の取りまとめ（取組充実の促進）

２月
◆新年度事業のための人材確保支援 
・退職教員への事業周知　他  
◇実績報告書の取りまとめ（事業効果の検証 ④） 

・各校から実施報告書提出
・実施にあたっての課題等の整理

３月
◇高知県学力定着状況調査の結果からの検証
◇ＰＤＣＡの過程で確認された成果・課題を踏まえ質の向上につな
がる新年度事業計画の策定

・事業の成果や課題の総括



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（3/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持
てないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世
代間連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ ９ 第１回推進会議

作成課・担当 生涯学習課　林

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 新・放課後子ども総合プラン推進事業 地域学校協働活動推進事業

区分 ○地域学校協働本部
●高知県版地域学校協働本部

４月
・市町村への運営費等補助、通知や個別訪問等による支
援（通年）
・学び場人材バンクの運営（通年）

○訪問活動等による学校等への支援（通年）
●民生委員・児童委員との連携

５月

６月 ・放課後児童支援員等の資質向上研修（防災）（6～7月）

７月 ○高知県地域学校協働活動研修会（全体会）

８月
・取組状況調査の実施
・市町村訪問（8～10月）

○取組状況調査の実施

９月
・子育て支援員研修（放課後児童コース）　全2日
・放課後児童支援員認定資格研修　全4日（9～11月）

１０月
・放課後児童支援員等の資質向上研修（テーマ未定）
・取組状況調査、市町村訪問結果を踏まえた事業効果・課
題の検証（10～11月）

○市町村訪問（10～11月）
○地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修会①（東・中・西部）（10～11月）

１１月 ・放課後児童支援員等の資質向上研修（発達障害理解①）
○高知県地域学校協働活動研修会（ﾌﾞﾛｯｸ別）（11～2月）

●取組状況の中間確認・検証

１２月 ・放課後児童支援員等の資質向上研修（発達障害理解②）
●市町村毎の設置計画の更新（12～1月）
○地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修会②（東・中・西部）（12～1月）

１月

２月 ●各市町村の設置計画を踏まえて県全体の計画を再検討

３月



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（4/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持
てないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世
代間連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ 10 第１回推進会議

作成課・担当 心の教育センター　西森

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 相談支援体制の充実・強化

４月 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○心の教育センター相談活動

（　
年
間
を
通
じ
て
実
施
）

（　
年
間
を
通
じ
て
実
施
）

◆来所相談、電話相談、メール相談 等への対応
◆土曜日・日曜日の開所
◆東部・西部相談室開室
　・ SCスーパーバイザー・ SC・SSW指導主事

○学校の支援体制の
     充実に向けた支援

○教育支援センターの相談支援体制
　 強化

★第１回　教育相談関係機関連絡協議会（関係機関９ヶ所）

★心の教育センター広報用チラシ・カードを全児童生徒に配付

◆6/1   第１回教育支援センター
    連絡協議会（Zoom開催）
◆第１回教育支援センター訪問

◆教育支援センターブロック別
　 研修会（４ヶ所）

◆ 第２回教育支援センター訪問

◆2/2   第２回教育支援センター
    連絡協議会

★第２回　教育相談関係機関連絡協議会（関係機関９ヶ所）

◆第１回　子育て講演会

◆第２回　子育て講演会

◆第１期　こうち高校生LINE相談(6/15～7/14)

◆第２期　こうち高校生LINE相談(8/17～9/30)

◆第３期　こうち高校生LINE相談(1/7～1/31)

　　◆保護者が交流できる場「ほっとgarden」
　 　　・毎月１回（日曜日、１時間程度）
　　◆子どもたちの集団生活支援活動「ことことパーク」
　 　　・週１回程度（１時間程度） 

（　
年
間
を
通
じ
て
実
施
）



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（5/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持
てないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世
代間連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ 11 第１回推進会議

作成課・担当 高等学校課　西山、岩河

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 キャリア教育・進路指導の充実

区分

４月

・キャリアアップ事業、地域産業担い手人材育成事業にて、企業等と連携（通年）
・就学支援情報、進路支援情報の提供（通年）
・キャリアパスポートの中高間の引き継ぎ状況等についての聞きとり（実態把握）
・教育委員会内の中高担当者による実態を踏まえた打ち合わせ

５月 ・産業系高校など多様な高等学校のＰＲ動画制作
・キャリアパスポート中高間の引き継ぎの課題解決に向けた連絡協議会の計画

６月 ・産業系高校等のＰＲ動画制作、オーテピアＰＲイベントでの発表

７月

８月

９月

１０月 ・キャリアパスポート中高担当者連絡協議会の開催

１１月 ・産業系高校等のＰＲ動画発表（ものづくり総合技術展）
・キャリアパスポート中高担当者連絡協議会の総括と振り返り

１２月 ・キャリアパスポートの中高間の円滑な引継ぎのための各校への文書による周知

１月 ・産業系高校等のＰＲ動画発表（産業教育生徒研究発表会）

２月

３月



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　就学前教育の充実、学校をプラットフォームとした支援策の充実・強化（6/6）

目標値

・子育て支援体制の拡充に取り組む園の数・割合　
　   ①園庭開放・子育て相談の実施率　　　（R1.6）82.5%　→（R5）100％　
　 　②多機能型保育支援事業の実施箇所数　　（R2.2）13箇所　→（R5）40箇所
・放課後等における学習支援の実施校率

　　 （R2.2）小・中：98.6％、高：96.8％　→ （R5）・小・中：100％、高：100％　
・高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校の割合
　　（H30）22.6%　→（R5）100％

現状 　就学前は保護者の子育て力向上などを重点的に支援するとともに、就学後は学校をプラットホームとして、
地域との連携・協働体制を構築しながら就学前から高等学校まで一貫した支援を進めている。

課題
　経済的に厳しい環境を背景に、一部において、学力の未定着や虐待、非行、不登校、将来の見通しが持
てないなどの状況も見られる。また、コロナ禍において、経済面でより厳しい家庭が増える中で、貧困の世
代間連鎖を断ち切るための総合的な取組が必要である。

今年度の目標 地域や専門機関等と連携しながら、就学前から高等学校まで切れ目のない支援体制が構築されている。

【構想冊子p.68】

シートNO Ⅲ－ 12 第１回推進会議

作成課・担当 人権教育・児童生徒課　宮田

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 専門人材や関係機関との連携強化

４月
スクールソーシャルワーカーの配置　全市町村・学校組合、全県立学校に配置（巡回型・派遣型）
スクールソーシャルワーカー活用事業説明会

　　　５月

６月 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○校内支援会への参画

　
年
間
を
通
じ
、
定
期
的
に
実
施

○要保護児童対策地域協議会へのＳＳＷの参加

　
　
各
市
町
村
年
間
３
回
実
施

○第１回初任者研修 ○ＳＳＷ連絡協議会

○相談支援体制の充実（チーム学校）に向けた連絡協議会

○第２回ＳＳＷ研修講座

○第１回ＳＳＷ研修講座

○第２回初任者研修

○第３回ＳＳＷ研修講座

管理職・コーディネーター・ＳＳＷ・関係教員が参加
し、支援方針・支援体制を決定

初任者へスクールソーシャルワークに
関する知識や基本的技能修得の研修

11市町村へ参加。今後、状況に応じて参加市町
村の拡大を検討中

ＳＳＷ・コーディネーター等へ活用方法、関係機関等との情報
交換、効果的な行動連携を行うための協議の実施

　ＳＳＷの資質・専門性の向上を目的とした研修

　ＳＳＷ・ＳＣ、コーディネーター等が事例検討、研究協議、情報交
換等を実施し、支援の資質向上、組織的支援体制の充実を図る



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　少年非行防止対策の推進（高知家の子ども見守りプラン）

目標値
①再非行率　（H30）33.1%（全国平均：29.9%）　→（R5までに全国平均レベルに低減）
②万引き防止等一声運動啓発ポスター掲示率　　（R1）76.2％→（R５）80%
③警察、教育、福祉が連携した立ち直り支援ネットワークの構築　　（R5）全市町村

現状 直近値　① （R1）31.0% （全国平均：28.2％）、 ② （R2）77.3%、 ③ －

課題

・不良行為や刑法犯など少年非行の状況を示す各指数は着実に改善されつつあるが、再非行率は全国平均より
高く、小学生以下の入り口型非行の7割以上は万引きとなっている。

・中学校卒業時、高校中退時の進路未定者は、時間が経過するにつれて支援機関との関係が薄れ、就学、就
職が困難となっている。

・R3.3に改正した青少年保護育成条例の施行(7月1日)に向けた改正内容周知(自画撮り画像要求行為の被
害防止は、児童生徒や保護者、教員等に対する改正内容の十分な周知が必要)。

今年度の目標 －

【構想冊子p.6９】

シートNO Ⅲ－ 13 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　竹村

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 一声運動の取組の充実強化
警察、教育、福祉等の支援機関の連
携による再非行防止に向けた見守り
支援の強化、中学校卒業時・高校中
退時の進路未定者等への支援

青少年保護育成条例による
青少年の保護

４月
・協定先企業への事前連絡
・各市町村の少年補導育成セン
ター等への実施依頼

・就労体験講習　受付スタート
（事務を経営者協会へ委託）

・就労体験講習制度の周知
・見守り雇用主登録希望事業者
への対応

・R3.3に改定した「自画撮り画像要
求行為の禁止規定」の周知

⇒県や高知市の教育委員会が実施
する各会議等での資料配布また
は説明
　4/9高知市立学校長連絡協議会、
4/14市町村教育長会議、4/16県
立校長会、4/22-27地区別公立中
学校長会、4/23教頭・副校長会、
5/6少年補導育成センター連絡協議
会、6/1高知市立学校長会

・周知用チラシ作成(75,000部)
　小学5・6年、中学生・高校生及び
教職員へ配布

５月

６月

７月 ・7月月間（青少年の非行・被害
防止全国強調月間）の取組

・一声運動の実施（7月～9月）
(一声運動協定企業 20社約
530店舗を訪問し、店舗におけ
る青少年への声かけを位依頼)　

８月

９月

１０月
・一声運動の実施結果取りまとめ、
　関係機関への実施結果報告

・条例改正(改正民法施行にと
もなう成年擬制廃止への対
応)について関係機関との協議
開始

１１月

１２月

１月

・条例改正　議会対応等
２月

３月

・非行防止ネットワーク会議の開催
(進路未定者等に対する見守り支
援対策の実施方法等について関
係機関と協議)

※以後、必要に応じて継続開催
(R2は3回開催)

・「条例解説」の見直し(H21.9月の
作成以降、修正されていないため、
年度内完成に向けて順次作業を
進める)



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　社会的養育の充実

目標値 ・フォスタリング機関と連携し開拓した里親登録者数　（H３０）１２組　→　（R5）２１組　　　　　　　　　　　　　　　　　
・里親委託率　（H30）19.0％　→　（R5）32.0％

現状
・里親登録数　97組　・里親委託児童数　71名　・里親委託率　21.1％　※R3.3.31現在　
・施設（暫定）定員数　391名　・入所者数　319名（R3.4.1現在、乳児院、児童養護、児童心理治療、児童自立支援施設）　
・高卒後の進路の状況　R元年度高校卒業者25名のうち、進学12名、就職13名

課題

・里親の委託率増加や養育力の向上のため、新たな里親の開拓及び登録里親に対する定期的な訪問等を
通じた継続的なサポート、実践的な研修など支援体制の充実が必要。
・施設入所児童や里親委託児童が意見表明できる権利擁護の取り組みが必要。
・施設等から退所後も進学や就職など生活を安定させるための継続した支援が必要。

今年度の目標 ・里親登録数　121組　・里親委託児童数　121名　　・里親委託率　28.1％　※R３年度末　

【構想冊子p.70】

シートNO Ⅲ－ 14 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　小松・岡下

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策 包括的な里親養育支援体制の構築 施設の小規模
・地域分散化、

高機能化
及び多機能化

入所児童等の自
立支援の充実

区分
普及促進・
リクルート

里親研修・
トレーニング

訪問等支援事業

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　
・
講
演
会
・
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施
（
年
間
５
回
）

　
・
広
報
啓
発
活
動
（
制
度
説
明
会
・
啓
発
セ
ミ
ナ
ー
・
パ
ネ
ル
展
示
・
新
聞
テ
レ
ビ
ラ
ジ
オ
広
告
）

児
童
自
立
支
援
施
設
希
望
が
丘
学
園
の
機
能
や
自
立
支
援
、
施
設
環
境
の
あ
り
方
を
検
討

問
題
行
動
の
対
応
等
に
つ
い
て
実
践
的
な
研
修

（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
チ
ェ
ン
ジ
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
実
施
）

・
里
親
等
相
談
支
援
員
に
よ
る
定
期
的
な
里
親
訪
問

　
　
　

（
委
託
時
期
に
よ
り
概
ね

2
週
間
に

1
回
か
ら
年
間

3
回
の
割
合
で
訪
問
）

・
心
理
訪
問
支
援
員
に
よ
る
子
ど
も
の
心
理
的
ケ
ア
や
里
親
へ
の
専
門
的
な
助
言
等

・
里
親
援
助
支
援
計
画
の
作
成

　
　
児
相
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト
ケ
ア
の
実
施
（
年
３
回
）

　
　
　
児
童
養
護
施
設
等
に
自
立
支
援
を
行
う
職
員
を
配
置
（
２
施
設
）
／

　
　
　
退
所
後
の
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
事
業
の
実
施
（
３
か
所
）
／
児
童
自
立
支
援
事
業

　
　
　
施
設
退
所
児
童
へ
の
生
活
資
金
等
の
貸
付
／
施
設
退
所
児
童
の
身
元
保
証
人
の
確
保

施設退所や里親
委託終了の児童
の進学や就職に

向けた支援
基
礎
研
修
・

登
録
前
研
修

　
・
里
親
希
望
者
に
対
す
る
説
明
・
面
接
・
訪
問
の
実
施

施
設
の
小
規
模
・
地
域
分
散
化
、
高
機
能
化
及
び
多
機
能
化
に
向
け
た
助
言
指
導
及
び
財
政
支
援
、
人
材
育
成
へ
の
支
援

希
望
が
丘
学
園
あ
り
方
検
討
委
員
会
の
開
催
（
本
年
度
３
回
）

更
新
研
修

基
礎
研
修
・

登
録
前
研
修

基
礎
研
修
・

登
録
前
研
修

委
託
児
童
が
意
見
表
明
で
き
る
よ
う
権
利
擁
護
の
取
組
強
化
（
里
子
用
権
利
ノ
ー
ト
の
作
成
）

新
規
に
委
託
を
受
け
る
里
親
等
に
対
す
る
研
修
（
新
規
委
託
時
研
修
・
年
４
回
）

更
新
研
修

サ
ポ
ー
ト
ケ
ア
①
（
児
相
、
支
援
機
関
）

・
里
子
面
接
　
・
自
立
支
援
計
画
の
検
討

里
親
意
向
調
査

自
立
支
援
計
画
の
作
成

サ
ポ
ー
ト
ケ
ア
②
（
児
相
、
支
援
機
関
）

・
里
子
面
接
　
・
自
立
支
援
計
画
の
見
直
し

里親養育包括支援機関の体制強化
（里親等訪問支援員の増員、心理訪問支援員の新規配置 増

改
築
に
よ
る
小
規
模
化

（
１
施
設
）

問
題
行
動
の
対
応
等
に
つ
い
て
実
践
的
な
研
修

（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
チ
ェ
ン
ジ
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
実
施
）



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

柱Ⅲ 具体的な施策名　　　　　　　　ひとり親家庭への支援の充実

目標値
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと高知家の女性しごと応援室が連携した職業紹介
　実施率：　（H30）5％→（R5）70％
○勤務先での正規雇用率【母子世帯】（H27）56.7％→（R5）65％

現状

○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと高知家の女性しごと応援室が連携した職業紹介
　実施率：　（R2）4％（1/23人）　
　　求職者数：R2:46人(R1:61人）、うち新規求職者数：R2:23人(R1:34人）
　　就職者数：R2:25人（R1:40人）、就職率：R2:54.3％(R1:65.6％　※継続支援者含む）
○勤務先での正規雇用率【母子世帯】：H27：56.7％　（R3実施の実態調査にて把握する）　

課題

○コロナ禍の影響も含め、経済的に厳しいひとり親家庭の実態把握
○養育費を受けている世帯は少ないため、安心した生活を送ることができるよう、養育費の確保に向けた支援が必要。
○自身の年間就労収入が200万円未満の世帯率が高く、安定した収入が確保できる職業に就くための支援や、経済的
な支援が必要な家庭が確実に支援を受けるよう取り組むことが必要。

今年度の目標
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと高知家の女性しごと応援室が連携した職業紹介実施率：20％
○勤務先での正規雇用率【母子世帯】　：63%
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターにおける就職率：70%

【構想冊子p.71】

シートNO Ⅲ－ 15 第１回推進会議

作成課・担当 子ども・子育て支援課　大﨑

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

対策

区分

４月

５月 ・実態調査項目確定

６月

７月

８月
・調査実施　（8/1～8/31）
・調査対象者は児童扶養手当現況　
 届とともに市町村へ提出

９月
・調査票回収、結果集計・分析（委  
 託先）
　　　

１０月

　・中間報告納品（10/15）
　　　　◆児童福祉審議会
　　　　　　ひとり親家庭部会
           （調査結果の中間報告）

１１月 　

１２月
　　　　◆ひとり親家庭部会

           （改定案の協議）

１月 　・報告書納品（1月上旬）

２月
　　　　◆ひとり親家庭部会（改定案　　
　　　　　の最終協議、とりまとめ）

３月 　　　　◆計画改定

・就業相談、就業 情報 
  の収集・提供
・他の就業支援機関と 
  連携した就業支援
・弁護士(月1回）、司法　　
  書士(月2回) による　   
  無料法律相談の実施　　  
 【通年】

児童扶養手当現況届
提出時期での出張相
談(8月～)

　
利
用
者
の
希
望
に
応
じ
た
移
動
相
談
の
実
施

ＳＮＳ等のツールを活用した情報発信　【通年】

高知家の女性しご
と応援室と連携し

た就業支援【通年】

ハローワーク、高
知家の女性しごと
応援室との連絡
会

制度周知用
リーフレット
の作成 及び

市町村、専門
学校等の関
係機関へ配
布(7月)

　
市
町
村
や
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
相
談
窓
口
等
の
福
祉
関
係
機
関
、
ひ
と
り
親
支
援
団
体
等
と
の
連
携
に

　
よ
る
情
報
提
供

看
護
師
養
成
機
関
等
へ
の
訪
問
活
動
に
よ
る
セ
ン
タ
ー
や
給
付
金
等
各
支
援
施
策
の
紹
介
・
周
知

ひとり親家庭
福祉事務等
担当者会（5
月）

ハローワーク、高
知家の女性しごと
応援室との連絡
会

　
各
種
給
付
金
等
の
申
請
受
付
、
審
査
、
給
付
・
貸
付
　

「ひとり親家
庭等福祉の
しおり」の配
布（7月～）

就業支援の強化

ひとり親家庭等就業・自立
支援センター事業

資格や技能の
取得への支援

情報提供・相談体制の強化
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ひとり親家庭等実態調査
の実施・自立促進計画の
改定

委託事業者の決定、契約

・入札（委託先決定）
・調査票発送
　（委託先（6月末）
　→市町村（7月中）
　→調査対象者）
　　（児童扶養手当受給者）

新事業者によるセンター運営
開始



第４期日本一の健康長寿県構想Ver．２
令和３年度　PDCAシート【年間計画】

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化 具体的な施策名　　　　　　　　日本一の健康長寿県構想におけるデジタル化の推進

目標値 　　

現状

課題 　

今年度の目標 　　

【構想冊子p.75】

シートNO Ｄ－１ 第１回推進会議

作成課・担当 在宅療養推進課　　柿内

令和３年度の具体的な進め方【Ｐ】

区分
高知あんしんネット

（一社）高知県保健医療
介護福祉推進協議会

はたまるねっと
（一社）幡多医師会

高知家＠ライン
（一社）高知医療介護

情報連携システム【高知大学】

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

本県は、全国に先駆けて少子高齢化と人口減少が進行する中、医療・介護・福祉等の人材確保が課題　　
となっていることに加え、中山間地域が県土のほとんどを占めている。

中山間地域が県土のほとんどを占めるといった地理的条件を克服するためにもデジタル技術を活用して効率的　
かつ効果的に、医療・介護・福祉等のサービスを提供する必要がある。また、アフターコロナの時代を見据えて、　
新しい生活様式に対応した取組を各関連施策において推進する必要がある。

県内各地域の医療・介護・福祉等のサービス資源をデジタル技術を活用して効率的につなぐとともに、
各分野におけるデジタル技術の活用により、県民のＱＯＬの向上を図る。

事業開始に向けた協議(中央西
福祉保健所・須崎福祉保健所等)

(４月～５月)

端末100台の準備(契約、納品、設定)
(６月～７月上旬)

事業説明会・高知家＠ライン
操作説明会

・端末配布(７月)

高知家＠ラインの活用に向けた
助言等を行う

端末回収
(３月～４月)
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【各システムにおける加入施設数の増加】
・あんしんネット：（R2)335施設（13.5％）→（R3）884施設（35.7％）
・はたまるねっと：（R2)84施設（29.5％）→（R3）162施設（56.8％）
・高知家＠ライン：（R2)95施設（10.3％）→（R3）328施設（35.7％）

〈R2→R3
繰越分〉
施設加入
に向けた
取組（協
議会）

【目標】
560施設
20,463人

〈R3事業
分〉

施設加入
に向けた
取組（協
議会）

【目標】
884施設
45,063人

T
V
・
県
広
報
誌
等
に
よ
る
周
知
（
県
）

〈R2→R3繰
越分〉

施設加入に
向けた取組
（幡多医師

会）

【目標】
112施設
11,000人

〈R3事業分〉
施設加入に
向けた取組
（幡多医師

会）

【目標】
162施設
14,690人

定例会の開催等に
より、進捗状況の確
認・課題抽出・課題

への対応を行う

定例会

定例会

定例会

定例会


